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＜ 重 点 事 項 ＞  



１．新たな地域精神保健医療体制の構築に向けた検討チームについて 

 

（１）精神保健医療福祉施策の改革に向けたこれまでの経緯について 

平成１６年９月に、精神保健福祉施策の改革ビジョンを決定し（精神保健福

祉対策本部）、「入院医療中心から地域生活中心へ」の基本理念を示した。 
前期５年を経過するに当たり、平成２０年４月１１日から開催されていた

「今後の精神保健医療福祉のあり方等に関する検討会」では、前期５年の取組

状況とその成果について検討が加えられ、平成２１年９月にとりまとめられた

報告書において、「入院医療中心から地域生活中心へ」の基本理念をさらに推

進することを基本に、精神保健医療体系の再構築や精神医療の質の向上などに

関し、様々な提言が行われた。平成２２年の診療報酬改定や予算の中で対応し

ているものもあるが、報告の中では、①アウトリーチ（訪問支援）など地域生

活の支援体制、②認知症患者への取組、③保護者制度・入院制度のあり方等に

ついては引き続き検討課題とされた。 

 

（２）「障害者制度改革の推進のための基本的な方向について」（平成２２年６月

２９日閣議決定）について 

「障害者制度改革の推進のための基本的な方向について」（平成２２年６月

２９日閣議決定）において、①「社会的入院」を解消するため、精神障害者に

対する退院支援や地域生活における医療、生活面の支援に係る体制の整備につ

いて、平成２３年内に結論を得ること、②精神障害者に対する強制入院等につ

いて、保護者制度の見直し等も含め、平成２４年内を目途に結論を得ること、

③精神科医療現場における医師や看護師等の人員体制の充実のための具体的

方策について、平成２４年内に結論を得ること等とされた。 

 

（３）新たな地域精神保健医療体制の構築に向けた検討チームについて 

こうした状況を背景として、平成 22 年５月に厚生労働省に「新たな地域精

神保健医療体制の構築に向けた検討チーム」を立ち上げ（現在は岡本政務官主

担当）、検討課題について順次検討を実施している。 
第１Ｒ： アウトリーチ（訪問支援）支援について（５～６月に実施。アウト

リーチ（訪問支援）実現に向けた考え方をとりまとめ。平成 23 年度

予算案に「精神障害者アウトリーチ（訪問支援）推進事業」を盛り込

んだ。） 

第２Ｒ： １２月に認知症と精神科医療について（９月～。１２月に中間とり

まとめを公表） 

第３Ｒ： 保護者制度・入院制度について（１０月～。平成２３年１月より作

業チームでの検討を開始） 

 

（４）第２Ｒについて 

「今後の精神保健医療福祉のあり方等に関する検討会」報告書で宿題となっ



ている認知症に関する目標値や、中間とりまとめで提言された事項の具体化に

向けた議論を行うため、本年春より検討を再開する予定。 
 

（５）第３Ｒについて 

平成２４年内に結論を得ることを目指し、本年夏を目途に保護者制度につ

いて検討を行う。その後入院制度のあり方について検討する。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



新たな地域精神保健医療体制の構築に向けた検討チーム

平成２１年９月の省内の有識者検討会の報告書などを踏まえ、今後の精神保健医療施
策としての具体化を目指し、当事者・家族、医療関係者、地域での実践者、有識者の
方々からご意見を伺うため、昨年５月に、「新たな地域精神保健医療体制の構築に向け
た検討チーム」を設置。（主担当：厚生労働大臣政務官）

○第１Ｒ：平成２２年５月３１日～６月１７日

→平成２３年度予算編成での具体化を目指し、アウトリーチ体制の具体化など地域精
神保健医療体制の整備に関する検討を実施（４回議論）

○第２Ｒ：平成２２年９月２日～
→認知症と精神科医療に関して検討を実施（１０回議論）、１２月２２日中間とりまとめ

○第３Ｒ：平成２２年１０月２１日～
→保護者制度と入院制度について検討を開始
→平成２３年１月より、本格的に検討を開始。

※「作業チーム」を設置し、「検討チーム」での検討に資するための論点整理に着手。
「作業チーム」で論点を整理し、「検討チーム」で方向性について議論する。



アウトリーチ支援実現に向けた考え方

【具体的な方向性】
① 当事者の状態に応じた医療面の支援に加え、早期支援や家族全体の支援などの
生活面の支援が可能となる多職種チームであることが必要。
（→医師、看護師に加え、生活面の支援を行うスタッフを含めた体制作り）

② 財政面、地域における人材面の制約も考えると、できる限り現存する人的資源を活
用するとともに、地域支援を行う人材として養成することが必要。

③ 入院医療から地域精神保健医療へ職員体制等を転換する観点から、アウトリーチ
支援の実施を、医療機関が併せて病床削減に取り組むインセンティブとすることが望
ましい。

④ 地域移行、地域定着を進める観点から、「住まい」の整備を併せて行うことが必要。
⑤ 各障害に共通した相談支援体制との関係を明確に整理し、障害福祉サービスや就
労支援に向けた取組も円滑に利用できるようにすることが必要。

【基本的な考え方】
① 「地域で生活する」ことを前提とした支援体系とする。
② アウトリーチ支援で支えることができる当事者や家族の抱える様々な課題に対する
解決を、「入院」という形に頼らない。

③ 当事者・家族の医療に対する信頼を築くためには、最初の医療との関わりが極め
て重要であり、医療面だけではなく、生活面も含め、自尊心を大切にする関わり方を
基本とする。

平成22年6月17日第４回新たな地域精神保健医療体制の構築に向けた検討チーム 資料



新たな地域精神保健医療体制の構築に向けた検討チーム（第２Ｒ）
認知症と精神科医療 中間とりまとめ 概要

① 医療機関を受療する認知症患者は急速に増加傾向*1
② 認知症の入院患者約７．５万人のうち、精神病床に入院する患者は約７割を占める*1
③ 約7割近くが、特別な管理（入院治療）または日常的な管理（外来治療）を要する身体合併症を有している*2
④ 入院患者のうち、居住先や支援が整えば、近い将来には、退院が可能と回答した患者は約５割*2
⑤ 精神病院に入院している認知症患者の精神症状等で、ほぼ毎日のものは、「意思の疎通困難」約４割、「徘徊」約３割、「大声」約２割である*3
⑥ 精神病院に入院している認知症患者のADLは、身体能力として出来るはずのADLに比べ、抵抗などを踏まえた実際のADLは、いずれの項目でも困難度は増加*3

*1 患者調査 *2 精神病床の利用状況に関する調査（平成１９年度厚生労働科学研究） *3 精神病床における認知症入院患者に関する調査（平成２２年９月精神・障害保健課）

平成２２年１２月２２日

現状と課題

36.7 

44.2

52.1

51.5

7.2 

2.2

8.5 

22.1

26.1

21.9

2.3

2.6

2.3

2

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

H11

H14

H17

H20

精神病床 老人病床 療養型病床群 その他の一般病床

④

39.3%

③

50.5%

②

2.8%

①7.4%

11%

2%

7%

15%

6%

3%

2%

7%

30%

18%

13%

38%

9%

4%

5%

2%

9%

74%

92%

80%

63%

87%

88%

94%

79%

55%

61%

61%

39%

70%

86%

81%

97%

84%

幻覚

嫉妬妄想

物盗られ妄想

被害妄想

盗食

弄便

異食

夜間せん妄

徘徊

大声

不眠

意思の疎通困難

他患とのトラブル

職員とのトラブル

スタッフへの暴力

自傷行為

医療行為への抵抗

ほぼ毎日 週に２～３回程度
週に１回程度 月に１～２回程度
それ以下

91 121 138 145 143
20

29

89

176
240

0

50

100

150

200

250

300

350

400

450

平成8年 平成11年 平成14年 平成17年 平成20年

血管性及び詳細不明の認知症 アルツハイマー病

ない

34.2%

日常的

な管理を

要する

40.9%

特別な

管理を

要する

24.9%

（有効回答数 3,376人)

21%

18%

39%

32%

身体介護への抵抗などを踏

まえた実際のＡＤＬ

身体能力としては出来るは

ずのＡＤＬ

自立 準備のみ 観察 部分的な援助 広範な援助 最大の援助 全面依存

①：現在の状態でも居住先・支援が整えば、退院可能
②：居住先・支援などを新たに用意しなくても、近い将来退院可能

③：状態の改善が見込まれるので居住先・支援が整えば、近い将
来退院可能

④：状態の改善が見込まれず居住先・支援を整えても、退院可能
性はない

（有効回答数 3,458人)
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認知症の方への支援に当たっては、ご本人の思いを尊重し、残された力を最大限生かしていけるような支援をすることを前提とする。

その上で、認知症患者に対する精神科医療の役割としては、以下の点を、基本的な考え方とすべきである。

① 認知症の早期から、専門医療機関による正確な診断を受けることができるよう体制の整備を目指す。

② 入院を前提と考えるのではなく、地域での生活を支えるための精神科医療とする。その際、アウトリーチ（訪問支援）や外来機能の充実
を図り、本人だけではなく、家族や介護者も含めて支援していく。

③ ＢＰＳＤや身体疾患の合併により入院が必要となる場合には、速やかに症状の軽減を目指し、退院を促進する。また、そのような医療
を提供できる体制の整備を目指す。

④ 症状の面からみて退院可能と判断される患者が地域の生活の場で暮らせるようにするため、認知症の方の生活を支える介護保険
サービスを初めとする必要なサービスの包括的、継続的な提供の推進等により地域で受入れていくためのシステムづくりを進める。

⑤ このため、退院支援・地域連携クリティカルパスの開発、導入を通じて、入院時から退院後の生活への道筋を明らかにする取組を進め
る。

⑥ 症状が改善しないため入院の継続が必要な方に対して、療養環境に配慮した適切な医療を提供する。

⑦ 地域の中で、精神科の専門医療機関として、介護や福祉との連携、地域住民への啓発活動に積極的な機能を果たす。

基本的な考え方

新たな地域精神保健医療体制の構築に向けた検討チーム（第２Ｒ）
認知症と精神科医療 中間とりまとめ 概要 平成２２年１２月２２日

具体的な方向性

（１）地域での生活を支えるための精神科医療 （２）ＢＰＳＤを有する患者への精神科医療
（３）身体疾患を合併している認知症患者への入院医療 （４）地域全体の支援機能

１ 認知症患者に対する精神科医療の役割の明確化

（１）認知症に対する医療側と介護側との認識を共有化するための取組
（２）症状の面からみて退院可能と判断される認知症患者の円滑な移行のための受け皿や支援の整備

２ 現在入院している認知症患者への対応及び今後症状の面からみて退院可能と
思われる患者が地域の生活の場で暮らせるようにするための取組



ＢＰＳＤを有する患者への精神科医療
○ＢＰＳＤへの適切な治療
○ＢＰＳＤを伴う認知症患者の円滑な医療の提供
○認知症患者に必要な入院医療
○治療抵抗性の重度の認知症患者の状態像の整理とその受入れ

身体疾患を合併している認知症患者への入院医療
○合併症の状態像に応じた精神病床の受入先
○慢性疾患を合併している認知症患者への対応
○精神科医療機関と一般医療機関の連携のあり方

認知症に対する医療側と介護側との認識を共有化するための取組
○医療・介護双方の理解の向上 ○入院せずに地域で暮らせるための医療機関の関わりの強化【再掲】
○施設等で生活する認知症患者へのアウトリーチ（訪問支援）【再掲】

症状の面からみて退院可能と判断される認知症患者の円滑な移行のための受け皿や支援の整備
○居住系施設等やサービス支援の整備 ○退院支援・地域連携クリティカルパスの導入
当面の取組として、退院支援・地域連携クリティカルパスの導入を通じて、地域における取組を試行しながら、検討していくことが必要

（本人）

地域での生活を支えるための精神科医療
○専門医療機関による早期の診断 ○家族や介護者への相談支援や訪問支援
○認知症の経過や状態像に応じた診療と生活のアドバイス
○施設等で生活する認知症患者へのアウトリーチ（訪問支援）
○精神症状等で緊急を要する認知症患者への２４時間の対応体制の整備
○精神科作業療法や重度認知症デイ・ケアの提供

（家族・介護者）

新たな地域精神保健医療体制の構築に向けた検討チーム（第２Ｒ）
認知症と精神科医療 中間とりまとめ 概要 平成２２年１２月２２日

（介護サービス事業所等）

（自宅、居住系施設等） （自宅、居住系施設等）
（精神科医療機関）

地域全体の支援機能
○地域住民や地域の他施設との連携強化
○地域住民への啓発活動

（本人）

（家族・介護者）

認
知
症
患
者
に
対
す
る
精
神
科
医
療
の
役
割
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保護者制度・入院制度についての検討
（検討チーム第３Ｒ）

１ 趣旨

○ 「障害者制度改革の推進のための基本的な方向について」（平成２２年６月２９日閣議決定）
を踏まえ、保護者制度、入院制度のあり方について検討を進める。

【論点】
（１）保護者に課せられた義務の法的意義とあり方
（２）医療保護入院等入院制度のあり方
（３）その他

２ 第３Ｒの検討の体制

○ 第１Ｒのメンバーで実施。
（※）効果的に検討をすすめるため、ピアスピーカー及び法律等アドバイザーに参加していただく。
（※）論点を整理し、第３Ｒの議論に資するため、作業チームを設置。

（平成２３年１月７日から作業チームでの検討を開始）

３ 検討の進め方

○ 上記閣議決定のとおり、平成２４年内を目途に結論を得ることを目指す。
○ 当面、本年夏を目途に、保護者制度について検討を行う。その際、精神保健福祉法に規定さ
れる保護者の義務ごとに、その法的意義（当該義務の対象者、適用範囲等）について法制的観
点も含めて詳細に分析・検討し、各義務のあり方（規定の削除可能性等）について検討する。

○ 入院制度のあり方については、それに続いて検討する。

３ 個別分野における基本的方向と今後の進め方

（４）医療

○ 精神障害者に対する強制入院、強制医療介入等について、いわゆる「保護者制度」の見直し等も含め、

その在り方を検討し、平成24年内を目途にその結論を得る。



２．精神障害者アウトリーチ推進事業について

【基本的な考え方】

・精神障害者の地域移行施策として、平成１５年度から退院支援に向けた事業を行ってきたところ。
今後は、地域に向けた支援（退院支援）と入院を防ぎ、地域に根づく支援（地域定着支援）を併せて行
うことが重要。
・アウトリーチ（訪問）による支援により、「入院」という形に頼らず、 まずは「地域で生活する」ことを前
提とする必要性について、関係者が共通認識として持つ必要がある。

【事業の方向性】

・将来的には一般制度化（診療報酬等）を目指すため、モデル事業（全国２５ヶ所）として評価指標や
事業効果について検証を行っていくもの。

・現在の制度上、診療契約があれば、訪問診療・訪問看護等による診療報酬請求ができるが、未受
診者や治療中断者については報酬の対象外。現状では、治療中断等への支援は行政や相談支援
事業所等による支援を行っているが、「入院治療」を前提とする支援も少なくはなく、「在宅生活の継
続」という支援についてはマンパワー等の面から十分に対応できない事情もある。

・本事業においては、アウトリーチ支援を行うことで、再入院をどの程度減少することが可能か等を検
証していくことが重要であり、これにより、アウトリーチ支援の実施が各医療機関が病床削減に取り組
んでいくための一手段となることを期待するところ。

・財政面、地域における人材面の制約も考えると、できる限り現存する人的資源を活用するとともに、
地域支援を行う人材として養成することが必要であることから、最も典型的な形態として、医療機関が
一定数の病床削減をしつつ、アウトリーチ支援を行うことを想定している（具体的な類型については別
紙）。

・保健所、精神保健福祉センターは、アウトリーチチームへの技術的な支援（対象者の選定等）や関
係機関との調整等を行い、地域の精神保健福祉活動の充実に向けた役割を行うものとする。



する。

地域生活地域生活

・支援の遅れによる重症化。

・地域生活における支援体制が不十
分なため、重症者の場合は強制的な

入院によらざるを得ない。

精神科病院等

課題の解決を入院という形に頼らない

精神障害者アウトリーチ推進事業

未治療の者や治療中断している者等（治療契約等が交わされていない者）に対し、専門職が
チームを組んで、必要に応じて訪問支援を行う「アウトリーチ」により、保健・医療・福祉
サービスを包括的に提供し、丁寧な支援を実施することにより、在宅生活の継続を可能にする。

退院・
地域生活への移行

新たな入院
を増やさない

精神障害者地域移行・地域定着支援事業

これまで、退院促進事業を行ってきたが、退院後いかに再入院を防ぎ、地域に定着するか、ま
た、入院していない者であっても、いかに入院につながらないようにするかが課題となっている。

再入院を防ぐ

※いわゆるＡＣＴ（Ａｓｓｅｒｔｉｖｅ ＣｏｍｍｎｕｎｉｔｙＴｒｅａｔｍｅｎｔ）とは、本来なら入院が必要となるような重症者を対象に、原則的には利用者と
治療契約等が交わされ、医師、看護師、作業療法士、精神保健福祉士等の多職種による訪問形態であり、わが国においては診療報酬
等の対象サービスを活用して実践されている。



想定されるチーム構成

精神科医

看護師作業療法士ピアサポーター
（当事者）

（都道府県）
・医療法人等に事業委託（モデル事業）
・事業運営に係る評価委員会を設置

・保健所、市町村
・医療機関
・障害福祉サービス事業所
・介護保険事業所
・教育機関
・地域自立支援協議会等

（地域の関係機関）

【対象者】
①受療中断者 ②未受診者 ③ひきこもり状態の者
④長期入院の後退院し、病状が不安定な者

※当分の間は主診断名が統合失調症圏、重度の
気分障害圏、認知症による周辺症状がある者

（疑含み）を主たる対象とする

家族等から
の相談

情報交換等
による連携

対象者
の紹介

受付・受理

精神障害者アウトリーチ推進事業のイメージ

相談支援専門員 精神保健福祉士

《２５ヶ所で実施》

★ 在宅精神障害者の生活を、医療を含む多職種チームによる訪問等で支える。

臨床心理技術者
（臨床心理士等）

平成２３年度予算案
７億円（特別枠）

【特徴】・医療や福祉サービスにつながっていない（中断している）段階からアウトリーチ（訪問）を実施
・精神科病院等に多職種チーム（他業務との兼務可）を設置し、対象者及びその家族に対し支援
・アウトリーチチームの支援により、診療報酬による支援（訪問看護等）や自立支援給付のサービスへ
つなげ、在宅生活の継続や病状安定をはかる



【特徴】

・精神科病院の訪問看護、障害福祉サービ
ス事業所等による単一職種による訪問

・病院、事業所等の開設時間のみの対応が
多い

・精神科病院実施の場合、自院以外の患者
を対象としない

・病状悪化者の場合、入院を前提としたアプ
ローチになりがち

【主な対象者】
・本人や家族から訪問等の了解が得られた者
・比較的状態が落ち着いている者
・医療や福祉サービスにつながってる者
・行政機関等から訪問依頼を受けた者

【具体的な支援内容】
・服薬支援
・障害福祉サービスの紹介等

【主な対象者】
①受療中断者 ②未受診者 ③ひきこもり状態の者
④長期入院の後退院し、病状が不安定な者

※当分の間は主診断名が統合失調症圏、重度の気分障
害圏、認知症による周辺症状がある者（疑含み）を主たる対
象とする

※精神科病院、精神科診療所の実施の場合は、自院以
外の患者も対応する

【具体的な支援内容】
・24時間（休日、夜間含）、対象者及び家族へ迅速な訪問、
相談対応
・ケアマネジメントの技法を用いた多職種チームによる支援
・関係機関との連絡、調整及びケア会議の開催

【特徴】

・医療や福祉サービスにつながっていない段階から
のアウトリーチ（訪問）による支援を行う

・医療と日常生活の支援の両側面からの支援（協力
医の確保）
・24時間相談対応可能（対象者及びその家族、関係
機関に限る）
・状況に応じ、地域の関係職員もチームに加え対応
・家族への支援等についても対応可能

・病状悪化者の場合でも、できるだけ入院させず在
宅支援を前提

在宅医療、外来診療等

家族・近隣
行政機関
警察等

からの相談

（支援の流れ）→

新たなアウトリーチ支援の特徴等

新たなアウトリーチ支援

日常生活の支援等 地域生活
の継続

従来のアウトリーチ支援

上記の①～④の状態の者



チーム配置と病床削減に係る考え方

【パターンＡ】
同一病院内で病床削減とチーム設置を行う場合（基本形態）

連携

Ａ病院で
病床削減

Ｂ病院に
チーム設置

Ａ病院で
病床削減

Ａ病院に
チーム設置

【パターンＢ】
同一圏域内で病床削減とチーム設置を行う場合

本事業はアウトリーチチームの設置と病床削減計画を併せて実施すること。
【チーム配置について】
・本事業はモデル事業としての要素が強いことから、民間の精神科病院において実施する。

・実施機関については、民間精神科病院、訪問看護ステーション、相談支援事業所、精神科診療
所でも可とする。
・但し、平成22年度精神障害者地域移行・地域定着支援事業のうち、地域定着支援事業を実施し

ている都道府県においては、事業の継続性の観点から、現在事業実施している公的機関にチー
ム設置することを可とする。
【病床削減に係る考え方】

・実施機関において病床削減とチーム設置を行うことを基本（パターンＡ）とするが、地域の実情に
合わせて下記の設置形態（パターンＢ）も可とする。

・なお、同一圏域内の複数病院による病床削減、公立病院の病床削減、アウトリーチ実施チーム
と異なる圏域の病床削減についても可とする。
・病床削減計画については、事業実施から3年ないし5年以内に30床以上（許可病床ベース）を削
減するものとする。なお、削減予定の医療機関の全精神病床の10％が30床に満たない場合には、
その10%以上（例：200床の病院なら20床以上）を削減するものとする。



アウトリーチ推進事業に係る事業運営について

【事業目的】

・受療中断者や自らの意思では受診できない等の理由により、日常生活上の危機が生じている精神
障害者に対し、一定期間、医療及び福祉の包括的な支援を行うことを目的とする。

・民間精神科病院等に医師、看護師、精神保健福祉士、相談支援専門員等の多職種から構成される
チーム（以下、「多職種チーム」とする）を配置し、できるだけ入院をせずに地域生活の継続が可能とな
るための支援を行うもの。

【対象者】

当分の間、主診断名が統合失調症、統合失調型障害および妄想性障害（Ｆ２）、気分（感情）障害（Ｆ
３）の者、認知症による周辺症状（ＢＰＳＤ）がある者（いずれも疑含）を対象とする。
（１）精神医療の受療中断者
１か月以上の受診中断、又は服薬中断等により、日常生活上の危機が生じている者。

（２）精神疾患が疑われる未受診者

家族・近隣との間でトラブルが生じるなどの日常生活上の「危機」が発生しており、精神疾患が疑わ
れ、入院以外の手法による医療導入が望ましいと判断される者。
（３）ひきこもり状態の者

特に身体疾患等の問題がないにも関わらず、６ヶ月以上、社会参加活動を行わない状態や自室に
閉じこもり家族等との交流がない状態が続いている者で、精神疾患による入院歴又は定期的な通院
歴のあるもの又は、症状等から精神疾患が疑われるもの。
（４）長期入院等の後、退院した者
精神疾患による長期（概ね1年以上）の入院又は、複数回繰り返しての入院から退院し、病状が不安

定な者。

詳細については、「事業実施要綱」及び「アウトリｰチ推進事業実施の手引き」に示す予定であること。



【実施機関】
（１）民間精神科病院（往診、訪問看護に対応できること）
（２）精神科を主に標榜している診療所（往診、訪問看護に対応できること）
（３）訪問看護ステーション（主として精神障害者への対応を行っていること）

（４）相談支援事業所、地域活動支援センター等（主として精神障害者の対応を行っており、精神科
病院、保健所等と十分に連携を図る体制を講じていること）

【人員配置等】
（１）原則24時間365日の相談支援体制をとれること。（但し、休日・夜間については電話による相談
対応でも可。）
（２）保健師、看護師、精神保健福祉士、作業療法士のいずれかの職員が少なくとも1名以上配置さ
れ、他に相談支援専門員、臨床心理技術者等の専門職が配置されていることが望ましいこと。

（３）精神科医師は顧問医、非常勤でも可であるが、電話等による指示及び往診できる体制がとれる
と共に、ケア会議への出席等、十分に連携を図ること。
（４）１日１回のミーティング（カンファレンス）と定期的に関係者によるモニタリングを実施すること。

（５）支援対象地域は、訪問による支援が可能な合理的な範囲を定めるものとする（例：実施機関か
ら概ね30分以内）。なお、交通手段は問わない

（６）職員配置については、他業務（診療報酬による訪問看護、自立支援給付による自立訓練（訪問
型）等）との兼務も可能とするが、その場合、補助対象となるアウトリーチ活動に対する費用（賃金、
報酬）を適切に算定するため、他業務との勤務日数（時間）を明確に区分する必要があること

【評価委員会の設置】

都道府県は、本事業実施に際し、医療・福祉・保健に携わる関係者、当事者、家族等から構成され
る評価委員会を設置し、事業運営等に係る評価を定期的に行うこと。
（本委員会については、都道府県自立支援協議会等と兼ねて行うことができること）



想定されるチーム設置形態

【留意事項】

・アウトリーチに従事する業務に十分に対応できる人員を確保するとともに、責任者を明確にし
ておくこと。
・多職種による協働体制とし、関係者による1日1回のミーティングや定期的なモニタリングを実
施すること。

・精神科医師については非常勤または顧問医で構わないが、ケースによっては同行訪問を含
めた、助言、協力を得られる支援体制とすること。
・原則、24時間365日の支援体制とすること。（夜間、休日については、電話での対応も含めた
支援体制も可能。）

Ａ：専従職員による対応 Ｂ：他業務との兼務

訪問看護 アウトリーチ

アウトリーチ推進事業に係る専従職員を一定
程度配置
（例）病院に専門部署を設置

他の業務（診療報酬に係る訪問看護等）と兼
務する職員を一定程度配置
（例）病院の訪問看護部門等に設置

アウトリーチ
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知

２次募集
内々示

実施事
業者情
報交換
会

実施事
業者情
報交換
会

事業
要綱
発出

都
道
府
県

委託

事業者
の選定、
契約

事業実施 補正
予算
協議

委託事
業者の
選定、
契約

（２次募
集分）

今後のスケジュール

・事業実施に際し、各都道府県においては事業内容等に係る照会等を随時行われたいこと。
・事業評価の観点から定期的に委託事業者の情報交換会等を行う予定であること。
・予算執行状況により２次募集の実施を検討中であること。

随時、国担当課と協議

事業の進捗管理・検証（国・都道府県）



３．精神障害者の地域移行・地域定着支援事業について  

 

精神保健医療福祉施策においては、「入院医療中心から地域生活中心へ」とい

う基本理念に基づく方策を推進し、精神障害者が地域において安心して自立した

生活を送れるような社会としていくとの認識の下、地域生活への移行及び地域生

活の支援に関する施策を講じているところである。 

本事業は、従来の「地域移行支援特別対策事業」について、地域生活への移行

支援にとどまらず、地域生活への移行後の地域への定着支援も行う事業へと平成

２２年度に見直しを行ったところである。 

本年度は、相談支援事業者等に地域移行推進員や地域体制整備コーディネー

ターを配置し、精神障害者の退院促進及び地域定着に向けた支援を行う事業を引

き続き実施するとともに、精神障害者の地域移行・地域定着に向けた重要な取り

組みとして考えられる地域交流事業等を実施し、障害福祉計画に基づく退院可能

精神障害者の地域移行の着実な達成を目指すものである。 

 各都道府県等におかれては、地域移行を一層強力に推進する観点から、本事業

の実施に必要な予算の確保をお願いする。特に、本事業の未実施の圏域を抱えて

いる都道府県においては、当該事業の目的を十分にご理解いただき、全ての圏域

において事業を実施していただくよう改めてお願いする。 

 なお、未受診者や治療中断者等への訪問支援を行うための多職種支援チーム事

業については、平成２３年度予算案において「精神障害者アウトリーチ推進事業」

として計上したので、当該事業により地域生活の継続の支援に取り組んでいただ

きたい。 

 さらに、本事業における地域移行推進員の配置及び個別支援会議の開催につ

いては、平成２４年度からは障害福祉サービスにおける支援として個別給付化

されることとなっており、平成２４年度以降の本事業の内容及び実施方法等に

ついては、今後検討し改めてお示ししたい。 

 

 

（予算（案）概要） 

 ・２３年度予算（案）   ６６５，３０８千円    

 ・補助先               都道府県・指定都市 

 ・補助率         １／２ 

 

 

 

 

 

  



精神科
病院・

関連施設
内

福祉施設

福祉ホームＢ型
地域移行型ホー

ム 等

住まいの場
・グループホーム・ケアホーム

等

日中活動の場
・自立訓練（生活訓練）
・就労移行支援・就労継続支援
・地域活動支援センター 等

・相談支援事業
・居住サポート事業
・ピアサポート 等

働きかけ （
主
と
し
て
市
町
村
が
整
備
す
る
こ
と
を
想
定
）

精神障害者地域移行･地域定着支援事業

○平成23年度予算（案） ： 665,308千円
○実施主体：都道府県、指定都市
○補助率：１／２

「地域を拠点とする共生社会の実現」
精神障害者が住み慣れた地域を拠点とし、本人の意向に即して、本人が充実した地域生活を送ることができるよう関係機関

の連携の下で医療、福祉等の支援を行うという観点から、従来の地域生活への移行支援にとどまらず、地域生活への移行後の
地域への定着支援も行う。

事業の目的

地域生活
精神障害者の地域生活
に必要な事業（例示）

精神科
病院

その他活用可能な社会資源

・訪問看護

働きかけ

働きかけ

地域を拠点とする共生社会の実現

地域生活への移行支援
○必要な体制整備の総合調整
○利用対象者に対する退院への啓発活
動
○退院に向けた個別の支援計画の作成
○院外活動に係る同行支援 等

地域への定着支援
○地域住民の理解の促進
○その他精神障害者の地域定着支援の
ために必要と認められる事業



「精神障害者アウトリーチ推進事業」
により地域生活の継続を支援

・多職種支援チームの配置

・地域住民との交流事業

地域定着支援事業

精神障害者地域移行・地域定着支援事業について

・協議会の設置

・地域体制整備ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ
の配置

・地域移行推進員の配置

・個別支援会議

・ピアサポートの活用 等

地域移行支援事業

平成２２年度 平成２４年度以降平成２３年度

・地域住民との交流事業

地域定着支援事業

補助金事業

・協議会の設置

・地域体制整備ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ
の配置

・地域移行推進員の配置

・個別支援会議

・ピアサポートの活用 等

地域移行支援事業 障害福祉
サービスに
係る自立支
援給付に

地域生活の準備や福
祉サービスの見学・
体験のための外出へ
の同行支援・入居支
援等、地域相談支援
として個別給付化



４．認知症疾患医療センターの整備について 

 

認知症疾患に係る医療については、平成元年度から平成１８年度までの間、「 

老人性認知症センター事業」として国庫補助をしていたところであるが、各施設

の機能のばらつきや地域における関係諸機関の連携の中心として十分な機能を果

たしていないといった課題が明らかとなっていたため、平成２０年度予算から「 

認知症疾患医療センター運営事業」を計上しているところである。 

本事業における認知症疾患医療センターは、 

① 認知症疾患について、診断や精神症状等への対応、身体合併症への対応を行

う専門医療機関としての機能 

② 精神症状等への対応や身体合併症への対応を行う医療施設の空床情報の把握

と情報提供、患者の病態に応じた他の医療機関への紹介、かかりつけ医等地域

の医療関係者への専門的な医療研修の実施、協議会の開催や専門的な相談への

対応など地域の医療機関や介護施設等の関係者との連携を行うなど、認知症疾

患に関わる地域の医療機能の中核的機関としての機能 

③ 地域住民に対する普及啓発や相談への対応など、認知症疾患に係る医療に関

する情報センターとしての機能 

④ 連携担当者を配置することにより地域包括支援センターとの連携機能を強化

し、地域における医療と介護の連携の拠点としての機能 

さらには、平成２２年度から、 

⑤ 認知症の周辺症状や身体合併症に対する双方の医療を担う基幹的な機能を果

たす総合病院型のセンターを位置付け 

 

これを設置する都道府県、指定都市に対する運営費（診療報酬で対応する内容は

除く）の補助として、約３．６億円を計上したところである。 

全国１５０か所の設置を目指し、平成２３年２月９日現在、２９都道府県、７

指定都市の９８か所設置されているが、各自治体におかれては、まずは最低１カ

所の整備に向け積極的に取り組んでいただきたい。 

 

   

 （予算(案)概要） 

  ・２３年度予算（案）   ３６３，６１５千円 

  ・補 助 先       都道府県、指定都市 

・か 所 数       １５０か所 

・補 助 率       １／２   

 

 

 

 

 



認知症疾患医療センター運営事業

内科医等のいわゆる「かかりつけ医」

医療（うち入院1/4） 介護

地域包括
支援ｾﾝﾀｰ

介護職
ホーム

ヘルパー等

介護サービス
・特養
・老健
・認知症
ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ
・居宅

認知症疾患医療センター

紹介

紹介

周辺症状により
専門医療が必要な
認知症疾患患者

物忘れ外来 精神科外来

サポート医

紹介

紹介

連携

紹介

連携担当
者の配置

認知症疾患医療センター
設置場所；身体的検査、画像診断、神経心理学的検査等の総合的評価が可能な病院に設置
設置数；全国（都道府県・指定都市）に約150ヶ所設置予定
人員；専門医療を行える医師、看護師、精神保健福祉士、臨床心理技術者等

情報センター
普及啓発
認知症に関する情報発信
一般相談
住民からの相談に対応

専門医療の提供
詳細な診断
急性精神症状への対応
身体合併症への対応

地域連携の強化
顔の見える連携体制
の構築
研修会の実施
専門相談

連携担当者の配置に
よる地域
介護との連携

連携担当
者の配置

平成23年度予算案 363,615千円

［基幹型（総合病院）］

専門医療の提供
周辺症状や身体合併症に対応する双方の医療の提供
入院治療のための空床の確保

［地域型

（単科精神科

病院等）］



５．精神科救急医療体制の整備の推進について 

 

緊急時における精神障害者の適切な医療及び保護の機会を確保するため、都道

府県等におかれては、それぞれの実情に応じて精神科救急医療体制を整備してい

ただいてきたところである。 

精神障害者の地域生活の支援においては、福祉サービスとともに、病状の急変

時における救急体制の整備等が重要であるが、その一方で、精神・身体疾患を併

せ持つ急性期患者への対応において、他科の病院との間での連携が十分でないこ

と等による受入態勢が困難なケースが発生するなどの問題が生じている。 

このため、精神科救急医療体制整備事業においても、精神・身体疾患を併せ持

つ患者への適切な医療体制の確保のため、身体合併症救急医療確保事業を設けて

いることから、これらを活用していただき、救急医療所管課や、救命救急センター

等一般の救急医療機関との連携により救急患者が地域で適切に医療を受けられる

よう体制の確保に努めていただきたい。 

 

また、本事業の執行において、以下の点に改めて留意されたい。 

精神医療相談事業については、精神障害者、保護者等からの緊急な相談に適切

に対応し、精神障害者の疾患の重篤化を軽減する観点から、精神保健福祉士等を

配置した２４時間医療相談体制の確保お願いしているところである。 

相談窓口については、原則２４時間３６５日体制をとることとしているが、休

日、夜間における対応を確実に整備していただく主旨で、平成２２年度より精神

科救急情報センターに限らず、精神保健福祉センター、医療機関等に設けること

により、複数機関で対応することも補助対象として認めたことから、適切な体制

を確保していただきたい。（休日、夜間の対応ができない場合は、補助対象とし

ない。） 

 

なお、昨年１２月に成立した精神保健福祉法の一部を改正する法律において、

精神保健指定医の精神医療体制の確保に対する協力義務を規定するとともに、

都道府県に対して精神科救急医療体制整備の努力義務が規定された。 

本条項については、平成２４年度までに施行することとなっており、今後、

法律の施行およびその運用に向けた検討を進めるが、各都道府県等においても、

精神科救急医療体制の整備を一層促進されたい。 

 

 

（予算(案)概要） 

 ・２３年度予算（案）   １，８０２，４１７千円   

 ・補助先               都道府県・指定都市 

 ・補助率         １／２ 

 

 



予算額 （対前年） 交付決定額 不用額

Ｈ21年度 ２１.４億円 － １５.４億円 ６.０億円

Ｈ22年度 ２２.９億円 （１.５億円） １５.４億円 ７.５億円

Ｈ23年度（案） １８.０億円 （▲４.９億円） － －

精神科救急医療体制整備事業について

・21年度、22年度とも予算の不用額が生じており、23年度予算（案）におい
ては、予算額の不用実績を反映した予算要求が求められたため、未実施
事業分の箇所数の減少や人件費単価の見直しを行い減額したところであ
る。

・不用額の原因としては、24時間精神医療相談の未実施、精神科救急情報
センターの未設置、身体合併症対応施設の未整備等の自治体があること
によるものである。

※22年度の交付決定額及び不用額は見込み額（第１回交付決定額、変更交付決定額より見
込み額を算出。)



２ 精神医療相談及び移送事業費

（１）精神医療相談事業

（２）精神科救急情報センター事業費

（３）移送関係者待機協力謝金

１ 連絡調整委員会運営事業費
連絡調整委員会の運営に必要な経費の適正な実支出額

（４）移送発動関係費

精神科救急医療体制整備事業費交付基準額（案）

平日 16,180円 休日 20,000円

夜間 21,910円

平日 10,200円 休日 12,750円

夜間 14,020円

平日 3,840円 休日 4,800円

夜間 5,280円

平日 24,630円

休日 28,470円

夜間 30,390円

平日 22,700円

休日 26,540円

夜間 28,460円

●搬送 ●不搬送

（２）常時対応型

休日 25,500円 夜間 28,050円

空床確保 24,800円以内 ※２床分

（１）病院群輪番型

休日 19,120円 夜間 21,030円

空床確保 12,400円以内

＋

※１床分

休日 6,370円 夜間 7,010円

※外来対応加算

（３）外来対応施設
休日 19,120円 夜間 21,030円

（４）身体合併症対応事業

休日 25,500円 夜間 28,050円

空床確保 24,800円以内

（＋外来対応加算可）

※２床分

②地域搬送受入対応施設
休日 19,120円 夜間 21,030円

※身体合併症後方搬送調整事業加算

5,100円

①身体合併症対応施設

＋

３ 精神科救急医療確保事業費

（＋外来対応加算可）



精神科救急医療体制整備事業（イメージ図）

一般救急の
情報センター

一般救急
医療圏域

緊急対応時の重症度に応じた振り分け

連
携

一般救急
医療圏域

精神科救急医療施設

外来対応施設

病院群輪番型

A精神科救急圏域

常時対応型

精神科救急医療体制連絡調整委員会
関係機関間の連携・調整を図る

各精神科救急医療施設・身体合併症対応施設の連携により
24時間365日対応できる体制を確保

精神科救急情報センター

一般救急
医療圏域

Ｂ精神科救急圏域

外来対応施設

24時間精神
医療相談窓口

身体合併症
対応施設

精神科救急医療施設



６．依存症対策の推進について 

 

我が国における薬物・アルコール依存症対策の取組として、「第三次薬物乱用

防止五か年戦略」（平成２０年８月２２日薬物乱用対策推進本部決定）において

は、薬物依存・中毒者の治療・社会復帰の支援及びその家族への支援の充実強化

による再乱用防止の推進が目標の一つとして掲げられ、「常習飲酒運転者対策の

推進について」（平成１９年１２月２６日常習飲酒運転者対策推進会議決定）に

おいては、アルコール依存症の根本的な治療は断酒しかなく、再発する割合も高

いことから、専門相談機関の支援とともに周囲の理解や協力が重要と示されてい

る。また、薬物乱用対策推進会議では、深刻な薬物情勢を踏まえ、「第三次薬物

乱用防止五か年戦略」の加速化を図るため、「薬物乱用防止戦略加速化プラン」

（平成２２年７月２３日薬物乱用対策推進会議決定）を策定したところである。

さらに、「自殺総合対策大綱」（平成１９年６月８日閣議決定。平成２０年１０

月３１日一部改正）においても、うつ病以外の危険因子である薬物依存症、アル

コール依存症について、調査研究を推進するとともに、継続的に治療・援助を行

うための体制の整備、自助活動に対する支援等によるハイリスク者対策の推進が

当面の重点施策とされている。 

このことを踏まえ、平成２１年度から、薬物・アルコール依存症対策の充実を

図るため、都道府県等からモデル地域を選定し、各モデル地域において依存症対

策推進計画を策定のうえ、地域の実情に応じ、自助団体及び家族会の支援、治療

共同体の開設などの事業を実施することにより、効果的な薬物・アルコール依存

症対策を検証する「地域依存症対策推進モデル事業」を開始している。平成２２

年度には依存症対策推進計画に基づき、事業の実施を進めているところであるが、

平成２３年度はモデル事業の最終年度であり、事業の評価・分析等に必要な経費

を計上したところであるので、事業を実施する都道府県等においては、３カ年の

モデル事業の成果等についてとりまとめ等をお願いしたい。 

また、平成２３年度においても、「依存症回復施設職員研修事業」を実施する

こととし、平成２３年度予算案において所要経費を計上したところである。依存

症回復施設における職員の多くは依存症当事者であり、依存症者の支援に有用な

精神保健医療福祉等に関する知識が十分でないことが多く、その知識を得るため

の機会も乏しいため、依存症回復施設職員の資質及び対応力向上を目的として本

事業を実施するものである。各都道府県等におかれては、研修の開催に際しての

施設・団体への周知等について、ご協力をお願いしたい。 

 

 

 

 

 

 

 



【事業概要】
地域におけるアルコール・薬物依存症対策を推進するため、都道府県等においてモデルを選定し、３か年で実施する。

① 都道府県等においては、当事者同士のグループ代表者やその家族、有識者、医療や福祉関係機関などによる「依存症対
策会議」を開催する。

② 依存症対策会議においては、地域における実情や課題などを整理・検討し、当事者同士のグループの支援を中心とし
た依存症対策を推進するための「依存症対策推進計画」を策定する。（２１年度）

③ 本計画に基づく事業（例：講習会、治療共同体等）を実施し、地域における依存症対策を推進する。（２２年度～）
なお、事業実施後、依存症対策会議において事業の評価・分析を行う。（２３年度）

地域依存症対策推進モデル事業 事業概要

依存症対策会議
（監督・評価機関）

有識者

医療機関 福祉関係機関

自助団体

都道府県・指定都市・中核市

補助

（補助率：定額）

依存症対策推進計画策定

事業の評価・分析

依存症対策事業の実施
（例）
・依存症患者への教育支援、職業訓練
（就労困難からデイケア・施設中心の生活になりがちな依存症
当事者に資格取得等を含めた教育・職業訓練を実施する）

・依存症患者の家族への支援の強化
（依存症者の家族等より「相談先がわからない」「相談してもそ
の場の対処しか教えてくれない」という声があることから、相談
機関の機能強化・普及啓発等により支援体制を強化する）

・リハビリ施設の運営に対する支援
（リハビリ施設では職員の多くが当事者であり有資格者も少なく
人的資源が不足していることから事務職員・専門職員等を派
遣設置する）

等

国

２１年度

２２～２３年度

２３年度

治療共同体の試行的実施
完成形（予定）

（依存症当事者のスタッフに加え医療・教育・福祉等の専門
家が一つのチームとして依存症回復支援に携わり、就労
を含めた社会復帰までの回復をめざすリハビリ施設）

家族

平成２３年度予算案 ６５百万円



 依存症回復施設職員の多くは依存症当事者であり、依存症に関する医学的知
識や利用可能な社会資源に関する知識を得る機会が少ない。

 依存症回復施設においても、職員の人材養成が重要と認識している一方、財政
上、あるいは人員上の事情から研修を行えていない。

 依存症回復施設の質を担保し、依存症への対応力を一層強化するため、依存
症回復施設職員に対する研修を行い、職員の資質向上を図る必要がある。

依存症回復施設等
（DARC, MAC等）

施設職員

研修会

 依存症回復施設職員の人材養成・資質向上
 依存症回復施設の依存症への対応力向上

依存症回復施設職員研修事業

【研修内容】
• 「依存症」に関する基礎的な知識
• アルコール、薬物の身体への影響
• 依存症者が利用可能な社会支援
• 基礎的なカウンセリング技法 等

依存症者の回復支援の推進
※ 第三次薬物乱用防止5カ年戦略（平成20年8月22日）

目標２ 薬物依存・中毒者の治療・社会復帰の支援及びその家族への支援の充実強化による再乱用防止の推進

平成２３年度予算案 ５百万円



７．高次脳機能障害情報・支援センターの設置等について 

 

高次脳機能障害の支援については、障害者自立支援法に基づく地域生活支援事業

において、都道府県が行う専門的な相談支援として、「高次脳機能障害支援普及事

業」を実施しているが、昨年６月に、当該事業の「支援拠点機関」が全都道府県に

設置されるに至った。今後、相談・研修・普及事業等、同事業の内容の充実が図ら

れ、高次脳機能障害者及び家族への十分な支援体制が整備されるようお願いしたい。 

また、国立障害者リハビリテーションセンターを通じ、「高次脳機能障害支援普

及全国連絡協議会」及び「支援コーディネーター全国会議」を開催しており、都道

府県における体制の整備、関係職員の資質の向上のため、各都道府県においては、

自治体や関係機関等に所属する職員の派遣について、特段の配慮をお願いしたい。 

更に同センターでは、来年度より、高次脳機能障害情報・支援センターを設置し、

高次脳機能障害に関する様々な情報や最新の高次脳機能障害者支援情報を集約し、

高次脳機能障害者やその家族及び支援関係者等に役立つ情報をホームページで発

信する体制を整備することとしているので、管内関係機関等への周知をお願いする。 

（現在の「国立障害者リハビリテーションセンター高次脳機能障害に関する HP） 

http://www.rehab.go.jp/ri/brain_fukyu/index.shtml 

 

 

（高次脳機能障害支援普及事業 概要） 

①  都道府県実施分  

ア．支援拠点機関（リハビリテーションセンター、大学病院、県立病院等）

に相談支援コーディネーター（社会福祉士、保健師、作業療法士等、高次

脳機能障害者に対する専門的相談支援を行うのに適切な者）を配置し、専

門的な相談支援、関係機関との連携、調整を行う。  

イ．自治体職員、福祉事業者等を対象に高次脳機能障害支援に関する研修を

行い、地域での高次脳機能障害支援の普及を図る。  

   

②  国立障害者リハビリテーションセンター実施分  

    高次脳機能障害者の全国的な支援体制の強化を図るため、全国の高次脳機

能障害支援機関の中央拠点として、都道府県における地方支援拠点機関等の

相談支援事業の円滑な運営を支援するため（高次脳機能障害支援普及全国連

絡協議会）、専門的な助言・指導及び関係機関の職員の研修会（支援コーディ

ネーター全国会議）等を実施する。  

 

 

 

 

 

 

http://www.rehab.go.jp/ri/brain_fukyu/index.shtml


高
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家

族

②国立障害者
リハビリテーションセンター

支援体制整備

・関係機関との連携 (連絡委員会の開催等)
・関係機関、自治体職員に対する研修
・関係機関への指導、助言

・専門的なアセスメント、ケアプランの作成
・ケアプランに基づくサービスの提供

委託

指導助言

・各種支援プログラムの検証と改正
・研修事業、普及啓発活動 等

サービス
利用

専門的相談

福祉サービス事業者

就労支援機関
医療機関

患者団体

市町村

都道府県

相談支援

高次脳機能障害支援普及事業

厚生労働省

モデル事業における成果（マニュア
ル等）の提示

※作業療法士、心理職等を必要に応じて
配置

相談支援コーディネーター
（ケースワーカー、ソーシャルワーカー、作業療法士、

心理職等）

①支援拠点機関
（リハビリテーションセンター、大学病院、県立病院等）

各都道府県に設置する。

情報提供



８．精神障害者保健福祉手帳及び自立支援医療（精神通院医療）の診断書改正  

について 
 

（１）改正の趣旨 

現在、発達障害及び高次脳機能障害は精神障害者保健福祉手帳及び自立支援

医療(精神通院医療)の対象に含まれているところであるが、自立支援医療費の

支給の対象となっている発達障害者及び高次脳機能障害者については、本通知

の診断書の様式を用いて、それらの者の症状、状態像等を適切に把握すること

が容易でない場合があったことや｢障がい者制度改革推進本部等における検討

を踏まえて障害保健福祉施策を見直すまでの間において障害者等の地域生活を

支援するための関係法律の整備に関する法律｣(平成２２年法律第７１号)によ

り改正された障害者自立支援法(平成１７年法律第１２３号)第４条第１項にお

いて、発達障害者を対象とすることが明確化されたこと等を踏まえ、発達障害

等の症状、状態像について適切に把握し、判定が容易になるよう精神障害者保

健福祉手帳及び自立支援医療(精神通院医療)の診断書の様式を改正するもので

ある。 

 

【主な改正内容】 

・発達障害者等の病状、状態像を把握できるようにするための「現在の病状、

状態像等」の項目の見直し 

・関係者から要望のあったＩＣＤコードの２桁化 等 

 

（２）留意事項 

施行後当分の間は、改正前の診断書の様式の在庫が残っている場合や診断書

の作成等を電子化している医療機関がそのシステム改修に時間を要する等の理

由により、改正前の様式を用いて市区町村に申請がなされた場合には、適切な

判定が可能であれば、改正前の様式で受理することとするなど、精神障害者等

が負担を強いられることのないよう配慮いただきたい。 

しかしながら、できる限り速やかに様式の改正手続きを完了する必要がある

ので、まずは状況を把握し、その状況に応じ、市区町村、医療機関等に対する

適切な指導をしていただきたい。 

 

（３）改正通知 

診断書の様式等については、通知を改正したところであり、手帳の障害等級

の判定基準等についても早急に通知する予定である。 

 

【改正済】 

○「精神障害者保健福祉手帳制度実施要領について」の一部改正について 

（障発０１１３第１号） 

○「自立支援医療の支給認定について」の一部改正について 

（障発０１１３第２号） 

 

 

 



【今後改正予定】 

○精神障害者保健福祉手帳の障害等級の判定基準について 

（平成７年健医発第１１３３号） 

○精神障害者保健福祉手帳の診断書の記入に当たって留意すべき事項   

  について（平成７年健医精発第４５号） 

○精神障害者保健福祉手帳の障害等級の判定基準の運用に当たって留意すべ

き事項について（平成７年健医精発第４６号） 

○年金証書等の写しによる精神障害者保健福祉手帳の障害等級の認定事務に

ついて（平成７年健医精発第５９号） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



９．自立支援医療について 

（１）地域主権改革への対応状況について 
 

①地域主権改革・地域主権戦略大綱について 
 

住民に身近な行政は、地方公共団体が自主的かつ総合的に広く担うようにす
るとともに、地域住民が自らの判断と責任において地域の諸課題に取り組むこ
とができるようにする等のため、地域主権戦略大綱（平成 22 年 6 月 22 日閣議
決定）が定められ、これに自立支援医療についても記載されている。 

 
 

②自立支援医療における地域主権改革への対応状況について 
 

全国市長会から平成 19 年 10 月に、「支障事例を踏まえた主な改革の方向」
として、育成医療の申請及び交付窓口を市に一本化することについて、改革の
方法という形で提示されており、地域主権戦略大綱において、基礎自治体への
権限委譲として、育成医療の支給認定等事務をすべての市町村へ委譲すること
とした。 

 
（Ⅰ）権限委譲の内容について 

基礎自治体への権限委譲の具体的措置として、都道府県並びに指定都市
及び中核市が処理している育成医療に係る自立支援医療費の支給認定及び
自立支援医療費の支給（障害者自立支援法（平成 17 年法律第 123 号）第 
54 条第 1項、第 58 条第 1 項）について、すべての市町村へ委譲する。 

具体的には、平成２３年通常国会に提出される予定の改正法案成立後、
それに伴う政令改正において、障害者自立支援法施行令（平成 18 年政令第
10 号）第 3 条の「育成医療及び」を削除することで対応予定。 

（Ⅱ）今後の主な検討課題等 
・障害者医療費負担金における各自治体間の負担割合 

更生医療と同様（国１／２、都道府県１／４、市町村１／４）とする  
予定 

・審査体制の構築 
     公正中立な立場から医学的判断が必要 

・施行期日 
周知期間、審査体制構築を踏まえた施行期日を調整中 

 

（２）障害者医療費国庫負担金の適正な執行について 

平成２２年１１月に会計検査院より内閣に送付された平成２１年度決算検査

報告において、 

○本来であれば本負担金の支出対象とはならない法施行以前の平成１８年３月

診療分の更生医療に係る経費を本負担金の実績として報告（愛知県清須市） 

○対象経費の実支出額の算定に当たり、更生医療に係る対象経費の集計を誤っ

て報告（福岡県筑紫野市） 

したことにより、本負担金の経理が不当と認められるとの報告がなされたこと

は、誠に遺憾である。 

 ついては、各自治体におかれては、制度改正等の際、本負担金の対象期間に

十分注意いただくとともに、毎年の申請等の際に金額チェック等、本負担金の

適正な執行に努められたい。 



 

(参考)会計検査院ＨＰ： 

http://www.jbaudit.go.jp/report/all/pdf/fy21_05_14_21.pdf#page=49 

 

 

（３）自立支援医療における生活保護の他法優先の取扱いについて 

平成２０年度決算検査報告にて、他法優先である生活保護(医療扶助)の中に

自立支援医療の活用が図られていないものが見受けられるとの指摘があったと

ころ。 

各自治体におかれては、自立支援医療は生活保護の医療扶助に優先して適用

される制度であることをよく御理解の上、福祉事務所等との関係機関間の連携

強化により、優先適用に遺漏のないよう努められたい。 

なお、当省保護課からは、昨年１月の全国厚生労働関係部局長会議等全国会

議で指示、同３月には各自治体における福祉事務所と障害担当部局などの関係

機関間の連携強化、レセプト点検の実施等の通知を発出、さらに同７月頃より、

地方厚生局により順次、都道府県等への監査（生活保護の医療扶助に優先し、

自立支援医療制度の適用状況に着目した監査）を実施しているところである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

http://www.jbaudit.go.jp/report/all/pdf/fy21_05_14_21.pdf#page=49


１０．自殺・うつ病対策の推進について 

 

我が国の自殺者数は平成９年までは年間２万５千人前後で推移していたが、平

成１０年には年間３万人を超え、以降昨年まで１３年連続してその水準で推移し

ている。政府としては、平成１８年１０月に自殺対策基本法が施行され、平成１

９年６月には同法に基づき自殺総合対策大綱が策定され、各府省にまたがる自殺

対策について、内閣府を中心に自殺対策に取り組んでいる。 

昨年１月には厚生労働省に自殺・うつ病等対策プロジェクトチームを設置、９

月には政府に「自殺対策タスクフォース」が設置され、自殺対策の取組の強化を

行っているところである。 

平成２２年は前年に比して自殺者数がやや減尐したが、なお３万人を超える高

い水準にあり、各都道府県市においても、自殺対策基本法、並びに自殺総合対策

大綱の基本理念・基本方針を踏まえて、より一層の自殺対策の推進をお願いした

い。 

 

（１）自殺・うつ病等対策プロジェクトチームについて 

昨年１月に厚生労働省内にプロジェクトチームを設置し、有識者からのヒア

リングを行い、５月に、厚生労働分野において今後講ずべき重点的な対策をと

りまとめた。 

柱１ 普及啓発の重点的実施 

     ～当事者の気持ちに寄り添ったメッセージを発信する～ 

柱２ ゲートキーパー機能の充実と地域連携体制の構築 

～悩みのある人を、早く的確に必要な支援につなぐ～ 

柱３ 職場におけるメンタルヘルス対策・職場復帰支援の充実 

～一人一人を大切にする職場づくりを進める～ 

柱４ アウトリーチ（訪問支援）の充実 

～一人一人の身近な生活の場に支援を届ける～ 

柱５ 精神保健医療改革の推進 

～質の高い医療提供体制づくりを進める～ 

 以後、当該とりまとめに基づき、省内各部局で施策の検討や予算要求等を

行っているところである。 

あわせて、昨年９月には、自殺・うつ対策の経済的便益（自殺やうつによる

社会的損失）についての推計を行い、公表した。自殺やうつ病がなくなった場

合の経済的便益（自殺やうつによる社会的損失）の推計額は、２００９年の単

年度で約２．７兆円、２０１０年でのＧＤＰ引き上げ効果は約１．７兆円とい

う推計結果が出た。自殺・うつ病の問題は経済的な換算で割り切れる問題では

ないが、このようなデータもあるということを参考の上、社会全体で取り組む

べき重大な問題であると認識し、各地域における自殺防止対策に取り組んでい

ただきたい。 

また、最近の実態調査結果や報道においては、うつ病等により医療機関を受



診している患者について、医師から処方された向精神薬（抗うつ薬、抗不安薬、

睡眠薬、抗精神病薬）を、指示された服薬量よりも過量に摂取する例が指摘さ

れている。この課題に取り組む第一歩として、当プロジェクトチームにおいて、

有識者からヒアリングを行い、実態把握を行うとともに、昨年９月に今後取り

組むべき対策についてとりまとめた。 

  

①薬剤師の活用 

・薬剤師によるリスクの高い患者への声かけ等の取組を推進 

・薬剤師に対する薬物依存等に関する研修機会の提供 

②ガイドラインの作成・普及啓発の推進 

・最新の診療ガイドラインの普及啓発を推進 

・境界性パーソナリティー障害に関する診療ガイドラインの普及啓発 

③研修事業に過量服薬への留意事項を追加 

・厚生労働省や関係団体が行う研修事業を活用 

④ 一般医療と精神科医療の連携強化 

・救命救急センターにおける精神科ケアの対応能力の向上を推進 

・一般医療と精神科医療との連携を強化する取組を周知 

⑤チーム医療で患者と良好な関係を築くための取組 

・チーム医療を担える人材育成を推進 

 現在、ワーキングチームを設置し、向精神薬に関する処方の実態把握・分析等に

ついて検討を行っている。 

 

（２）うつ病に対する医療等の支援体制の強化について（平成２２年度補正予算） 

 前述のプロジェクトチームとりまとめにおいて、今後推進すべき課題として、

柱２の中で、かかりつけ医と精神科医との地域連携の強化が挙げられており、

また、過量服薬問題に関するとりまとめにおいても、③研修事業に過量服薬へ

の留意事項を追加、④一般医療と精神科医療の連携強化を挙げている。これを

受けて、平成２２年度補正予算において、すでに各都道府県に設置されている

「地域自殺対策緊急強化基金」の中で、一般かかりつけ医と精神科医療機関と

の連携体制の構築のための事業、及び精神科医療機関の従事者に対する研修事

業を実施できることとし、積み増しに必要な交付金を交付することとした。ま

た、地域活性化交付金の積み増しにより、基金の平成２４年度末までの延長が

可能となったため、当該事業も平成２４年度末まで実施することが可能となっ

たところである。ついては、当該基金への積み増しの手続を滞りなく行ってい

ただくとともに、地域活性化交付金とあわせて、事業の実施について十分なご

活用をお願いしたい。 

 

（３）かかりつけ医等心の健康対応力向上研修 

うつ病の診断技術等の向上を図り、多くのうつ病患者の早期発見、早期治療

を行うため、最初に診療することの多い一般内科医、小児科医等かかりつけ医



に対して、うつ病に関する専門的な養成研修を実施している事業であるが、平

成２３年度予算（案）においては、研修対象を新たに、看護師、ケースワーカー、

スクールカウンセラー等医師以外に拡大し、うつ病の基礎知識や対応方法等に

関する研修を実施できることとしている。精神疾患の早期発見、早期治療の推

進のために、当該研修の実施について、より一層のご協力をお願いしたい。 

 

（４）地域自殺予防情報センター運営事業 

平成２１年度から、地域における自殺対策の総合的な連携・支援体制の整備

を推進し、自殺未遂者・自死遺族等に対して適切な支援の提供を図ることを目

的として地域自殺予防情報センター運営事業を実施しているところであるが、

当センターが未設置である県市が多く見受けられる。自殺の背景には複数の要

因が存在していることが知られており、関係各機関の連携が重要であるため、

当該事業及び平成２１年に造成された「地域自殺対策緊急強化基金」（内閣府）

をあわせて活用の上、地域における自殺防止対策を推進していただきたい。 

 

（５）自殺防止対策事業 

平成１９年６月に策定された「自殺総合対策大綱」において、民間団体の相

談活動などの取り組みは、多くの自殺の危機にある人を援助しており、自殺対

策を進める上で不可欠であるとされているが、こうした取り組みは、善意の寄

付、熱心なボランティア、企業の社会貢献事業に支えられている状況にある。 

このような取組を一層推進するため、平成２１年度から「自殺防止対策事業」

を実施しており、平成２２年度は１３団体を採択している。平成２３年度予算

(案)でも、引き続き本事業を実施すべく所要経費を計上し、現在各都道府県よ

り応募を希望する先駆的な取組を行う団体の推薦を行っていただいているとこ

ろであるが、全国各地で活動するこれらの団体を国でくまなく支援することは

困難であるから、「地域自殺対策緊急強化基金」の活用等により、当事業への

推薦と都道府県等からの直接補助をあわせて、各地域における民間団体への支

援・育成についてご協力をお願いしたい。 

 

（６）自殺予防総合対策センターへの情報提供協力のお願い 

日頃から、自殺予防総合対策センター（独立行政法人国立精神・神経医療研

究センター）における調査研究にご協力いただき感謝申し上げたい。今後も、

同センターにおいて、各自治体における自殺対策の推進に資するよう情報収

集・情報提供を強化していくこととしており、各都道府県におかれては、引き

続き同センターの実施する情報収集や研究調査にご協力いただきたい。 

また、同センターでは来年度も引き続き精神保健関連の各種研修を実施する

予定であり、各都道府県におかれては、これらの研修に対しての周知にご協力

いただくとともに、関係機関に所属する職員の参加について、特段の配慮をお

願いしたい。 

 



（７）自殺対策強化月間について 

例年、月別自殺者数がもっとも多い３月を「自殺対策強化月間」と定め、政

府が地方公共団体、関係団体等と連携して重点的に広報啓発活動を展開すると

ともに、関係施策を強力に推進することとされており、本年３月も実施予定で

ある。 

ついては、自殺予防に係る啓発活動を集中的に実施していただくとともに、

通常保健所・精神保健福祉センター等で行っている心の健康相談について、よ

り積極的に実施していただくとともに、失業者に対するワンストップサービス

となるよう、相談活動を実施する場所として各地域のハローワークを活用して

いただくようお願いしたい。 

なお、都道府県労働局に対しては、地方公共団体が実施する心の健康相談等

に積極的に協力するよう、職業安定局より通知されたところである。 

 

（８）認知行動療法研修の実施について 

うつ病の治療法として有効とされる認知行動療法については、国内では十分

普及していないため、本年度、自殺予防総合対策センター（独立行政法人国立

精神・神経医療研究センター）で国としての初の研修事業として３回開催した

ところであり（受講者数は各回約７０名）、また、平成２２年度補正予算事業

として、本年２～３月に岩手、東京、大阪の３か所で各１回ずつ実施すること

としたところである。 

さらなる普及と人材の養成を図るため、平成２３年度予算（案）においても、

認知行動療法研修事業を実施することとしており、実施にあたっては、関係機

関に周知いただく等ご協力をお願いしたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



普及啓発の重点的実施
～当事者の気持ちに寄り添ったメッセージを発信する～

ゲートキーパー機能の充実と
地域連携体制の構築

～悩みのある人を、早く的確に必要な支援につなぐ～

職場におけるメンタルヘルス対策・
職場復帰支援の充実

～一人一人を大切にする職場づくりを進める～

アウトリーチ（訪問支援）の充実
～一人一人の身近な生活の場に支援を届ける～

精神保健医療改革の推進
～質の高い医療提供体制づくりを進める～

誰もが安心して生きられる温かい社会づくりを目指して
～厚生労働省における自殺・うつ病等への対策～

自殺の実態の分析

有職者の自殺率も上昇

自殺者数は32,845人（平成21年）と
深刻な状況
厚労省は、医療、福祉、労働、年金など、
一生を支える責務を有し、自殺対策に
重要な役割

＜様々な統計データの分析を実施＞
自殺には多くの要因が関連
自殺率の高いハイリスク者

地域・時節など様々な要因をとらえた
効果的な対策が求められる

うつ病等の精神疾患

うつ病の受診患者数の急激な増加
治療を受けていない重症者の存在
自殺の背景に、様々な精神疾患が
関連することが多い
精神科医療の改革と診療の質の
向上が求められている

今後の厚生労働省の対策 五本柱

厚生労働省 自殺・うつ病等対策プロジェクトチーム報告
（平成22年5月28日）

無職者
離婚者など独居者
生活保護受給者
精神疾患患者

柱１

柱２

柱３

柱４

柱５



普及啓発の重点的実施
～当事者の気持ちに寄り添ったメッセージを発信する～

ゲートキーパー機能の充実と
地域連携体制の構築

～悩みのある人を、早く的確に必要な支援につなぐ～

職場におけるメンタルヘルス対策・
職場復帰支援の充実

～一人一人を大切にする職場づくりを進める～

アウトリーチ（訪問支援）の充実
～一人一人の身近な生活の場に支援を届ける～

精神保健医療改革の推進
～質の高い医療提供体制づくりを進める～

睡眠キャンペーンの継続的実施

当事者が相談しやすくなるようなメッセージの発信

うつ病を含めた精神疾患に関するウェブサイトの開発

「生きる支援」の総合検索サイトの拡充

都道府県等に対する効果的な自殺対策の周知

ハローワークにおける失業者への情報提供方法の充実

＜うつ病等の精神疾患にかかっている方を対象に＞

都道府県・市町村における精神保健体制の充実

かかりつけ医と精神科医の地域連携の強化

＜主として、求職中の方を対象に＞

ハローワーク職員の相談支援力の向上

都道府県等が行う心の健康相談等へのハローワークの協力

求職者のストレスチェック及びメール相談事業の実施

生活福祉・就労支援協議会の活用

＜主として、一人暮らしの方を対象に＞

地域における孤立防止等のための支援

＜生活保護を受給している方を対象に＞

生活保護受給者への相談・支援体制の強化

厚生労働省
自殺・うつ病等対策プロジェクトチーム報告
（平成22年5月28日）

誰もが安心して生きられる温かい社会づくりを目指して
～厚生労働省における自殺・うつ病等への対策～

管理職に対する教育の促進

職場のメンタルヘルス対策に関する情報提供の充実

職場におけるメンタルヘルス不調者の把握及び対応

メンタルヘルス不調者に適切に対応出来る産業保健スタッフ
の養成

長時間労働の抑制等に向けた働き方の見直しの促進

配置転換後等のハイリスク期における取組の強化

職場環境に関するモニタリングの実施

労災申請に対する支給決定手続きの迅速化

うつ病等による休職者の職場復帰のための支援の実施

地域・職域の連携の推進

「認知行動療法」の普及等のうつ病対策の充実

自殺未遂者に対する医療体制の強化

治療を中断した患者へのフォロー体制の確立

精神保健医療改革の方向性の具体化

自殺・精神疾患の社会経済的コストの推計を行う

精神疾患の未治療・治療中断者等へのアウトリーチの充実

柱１

柱２

柱３

柱４

柱５



○患者側の要因

・症状が改善せずやむを得ず服薬量を増量
したり長期間継続してしまう

・薬物への依存という認識が不足しており、
医師に処方を求めてしまう

○診療側の要因
・患者との治療関係を築きにくい診療環境

・薬物の処方を強く望む患者に対して説得
が困難な状況にある

・説得なく処方を拒否すると医療から遠の
いてしまう恐れ

チーム医療で患者と良好な関係を築くための取組
・チーム医療を担える人材育成を推進

厚生労働省自殺・うつ病等対策プロジェクトチーム （平成２２年９月９日）

過量服薬への取組
～ 薬物治療のみに頼らない診療体制の構築に向けて ～

薬剤師の活用
・薬剤師によるリスクの高い患者への声かけ等の取組を推進
・薬剤師に対する薬物依存等に関する研修機会の提供

一般医療と精神科医療の連携強化
・救命救急センターにおける精神科ケアの対応能力の向上を推進
・一般医療と精神科医療との連携を強化する取組を周知

ガイドラインの作成・普及啓発の推進
・最新の診療ガイドラインの普及啓発を推進
・境界性パーソナリティー障害に関する診療ガイドラインの普及啓発
・多剤処方の是正に関するガイドライン等の作成

研修事業に過量服薬への留意事項を追加
・厚生労働省や関係団体が行う研修事業を活用

取組１

過量服薬の実態と背景

様々な要
素が複雑
に絡み
合った根
深い問題

検討４ 過量服薬のリスクの高い患者への細やかな支援体制の
構築
・患者や家族に対する訪問支援等のチームによる細やかな支援体制の
構築のため、モデル事業や人材育成の方策を検討
・医療機関や薬局による、患者への薬剤に関する効果的な情報提供に
ついて検討

当面の
対策

○自殺既遂者（７６名）の遺族に対する調査

・受診歴のある者が約５０％、受診群のうち３９歳以下
が約７割弱
・受診群の約６割が処方された向精神薬を過量服薬

○向精神薬の処方に関する調査
・2005年～2007年の約３０万件のレセプト調査で、向精
神薬を処方されている患者の割合は増加傾向

今後検討していく対策
（ワーキングチームを設置）

取組２

取組３

取組４

取組５

検討５ 患者との治療関係を築きやすい診療環境の確保
・診療時間を十分に確保するために必要な支援を検討検討３ 不適切な事例の把握とそれへの対応

・明らかに不適切と思われる事例を把握・確認する方策を検討
・加えて、そのような場合の医療機関や患者への助言・指導の方法を検討

検討１ 向精神薬に関する処方の実態把握・分析
・処方した診療科名、処方量・種類、疾患名等についての実態把握と分
析の方法について検討

検討２ 患者に役立つ医療機関の情報提供の推進
・医師の診療経験に関する情報など、どのような情報が患者にとって、
適切な医療機関の選択に役立つのか慎重に検討し、その情報公開の仕組
みを検討



GDPの引き上げ額（兆円）

年 ケース２ ケース３ ケース４

1998 0.154

1999 0.188

2000 0.234

2001 0.266

2002 0.31

2003 0.357

2004 0.405

2005 0.452

2006 0.509

2007 0.559

2008 0.595

2009 0.631

2010 0.686 1.657 0.202

2011 0.732 1.978 0.244

2012 0.777 2.129 0.287

2013 0.821 2.254 0.329

2014 0.868 2.387 0.373

2015 0.919 2.53 0.42

2016 0.969 2.669 0.465

2017 1.018 2.808 0.511

2018 1.067 2.95 0.558

2019 1.119 3.097 0.605

2020 1.172 3.248 0.654

自殺・うつ対策の経済的便益（自殺・うつによる社会的損失）の推計の概要
（国立社会保障・人口問題研究所社会保障基礎理論研究部 金子能宏氏・佐藤格氏）

①
71.0%②

1.7%

③
4.1%

④
0.7%

⑤
11.4%

⑥
11.1%

自殺やうつ病がなくなった場合、経済的便益
の推計額は単年で約２兆７千億円

自殺やうつ病がなくなった場合、２０１０年での
ＧＤＰ引き上げ効果は約１兆７千億円

（2009年の例）

①自殺死亡がゼロになることによる稼働所得の増加(1兆9028億円)

②
うつ病による自殺と休業がなくなることによる労災補償給付（労災
年金を含む）の減少(456億円)

③うつ病による休業がなくなることによる賃金所得の増加(1094億円)

④
うつ病がきっかけとなって失業することがなくなることによる求職者
給付の減少(187億円)

⑤
うつ病がきっかけとなって生活保護を受給することがなくなることに
よる給付の減少(3046億円)

⑥
うつ病がなくなることによる医療費の減少(国民医療費ベー
ス)(2971億円)
注）医療費削減額は国民医療費の精神疾患医療費総額（男女計）のう

ち、生活保護医療扶助の重複を除く額

2兆6782
億円

◆単年の推計額は、その年に自殺で亡くなった方が亡くなられずに働き
続けた場合に得ることが出来る生涯所得の推計額（①）と、うつ病によっ
てその年に必要となる失業給付・医療給付等の減少額等（②~⑥）の合計

左記の単年の推計による、②、④～⑥はこの推計には含まれない。

ケース２
１９９８年以後の自殺死亡者数（約３万１千人）が、１９９８年以後
も、１９９７年以前の自殺死亡者数（約２万２千人）と同程度の水
準で推移していたと仮定

ケース３
約３万１千人で推移している自殺死亡者数が、２０１０年以降、
ゼロになると仮定

ケース４
約３万１千人で推移している自殺死亡者数が、２０１０年以降、
１９９７年以前の自殺死亡者数（約２万２千人）と同程度の水準
で推移すると仮定



• 平成8年に約43万人だったうつ病患者が平成20年には約104万人と、12年間に2.4倍と増加の
一途をたどっており、より効果的な治療対策が急務となっている。

精神医療関係者への研修

○精神医療関係者への研修により診療・
支援についての質の向上を図る。

特に向精神薬の過量服薬の防止について
の徹底を図る。
（対象）
精神科に係る医師、看護師、薬剤師等
（研修内容）
・うつ病の診断・治療
・うつ病患者の支援方法
・薬剤の処方 等

○服薬状況の情報収集

精神科医と一般かかりつけ医の
連携強化

○地域レベルでの定期的な連絡会議の開催

・一般医でうつ病患者を発見したときの日常
的な連携体制の構築
・ケーススタディ
（具体的な事業内容：連携内容の検討、確認
紹介等の連携事業の実施）

精神科医 一般かかりつけ医
（内科等）

患者（身体疾患＋うつ病）

連携

精神科医療の質の向上を図るために研修と医療機関の連携体制構築を
実施（22年度～23年度、内閣府の自殺基金の積み増し）

認知行動療法等の先進的療法の普及

うつ病に対する医療等の支援体制の強化（平成２２年度補正予算：７．６億円）



かかりつけ医等心の健康対応力向上研修

かかりつけ医うつ病対応力向上研修

（対象：一般かかりつけ医（内科等））

思春期精神疾患対応力向上研修

（対象：小児科かかりつけ医等）

精神科医

かかりつけ医（内科医・小児科
医・産婦人科医等）

うつ病患者
身体疾患・出産等

受診早期発見

連携

精神科受診者

受診・治療 早期治療

・うつに関する基礎知識 診断
方法、治療方法等

看護師、ケースワーカー、学校関
係者等

（新）精神保健福祉等関係者うつ病対応力向上研修

（対象：看護師・ケースワーカー・学校関係者等）

新規

・早期支援の概論、評価方法
家族支援、心理社会的支援
薬物療法等

・うつに関する基礎知識 対処方
法、心理社会的支援等

２３年度予算（案）９１百万円



本事業について、
・ 地域における関係機関（行政・医療・教育・警察等）相互の連携を図るには体制が十分ではない
・ 自殺未遂者・自殺者親族に対する個々の実情に応じた相談体制が十分ではない
といった課題があるため、地域でのきめ細やかな対応が可能となる体制を整備するため地域自殺予防情報センターに、
自殺対策連携推進員、自殺対策専門相談員の配置したところ。
さらに、自殺の主な要因に精神疾患があることから、うつ病等の対策と連携し、また、企業のメンタルヘルス担当や学校等とも連携して、

地域での総合的な自殺対策を推進する。

【現状の課題と対応】

【事業概要】

都道府県・指定都市に地域自殺予防情報センター（精神保健福祉センター、保健所など）を置き、①自殺対策連携推進員及び自殺対
策専門相談員の配置や、連絡調整会議の開催により、関係機関のネットワークを強化し、地域の自殺対策の向上を図る、②地域にお
ける自殺対策に関する人材を育成するための研修会を行い自殺未遂者・自殺者親族等に対して、適切な支援が提供される体制を整備
する。

自
殺
未
遂
者
・自
殺
者
親
族
等

警察・消防民間団体学校

医療機関
市町村 地域自殺予防情報センター

（精神保健福祉センター・保健所等）

自殺対策連携推進員

自
殺
予
防
総
合
対
策
セ
ン
タ
ー

指導・助言

○連絡調整会議（自殺対策・うつ病対策）

○自殺対策研修会
・各種相談窓口
・利用可能な福祉サービス
・自殺対策専門相談員

（非常勤）の設置
等

地域自殺予防情報センター運営事業

専門的相談

かかりつけ医等心の健康対応力向上研修

都道府県等 うつ病等対策

連携

企業（メンタルヘルス担当）・
メンタルヘルス対策支援センター

研修実施団体

認知行動療法研修

２３年度予算（案） １３２百万円



認知行動療法研修事業

【認知行動療法とは】

うつ病になりやすい考え方の偏りを、面接を通じて修正していく精神療法であり、海外ではう
つ病等の精神疾患に対する有効性が示され、広く用いられている一方、国内では十分に普及し
ておらず、各方面から普及についての要望が出されている。

研修課程は厚生労働科学研究「精神療法の実施方法と有効性に関する研究」で作成中である、認知行動療法の研修マニュアルに沿ったものとする。

【目的】 うつ病治療において、認知行動療法を薬物療法と併せて実施することによって自殺
のリスクを下げることが知られており、認知行動療法を普及させることは自殺対策として
の有用性が高いと考えられる。そのため、主に精神医療において専門的にうつ病患者の
治療に携わる者に対し、その普及を図るための研修を行う。

（２２年度）

自殺予防総合対策センター（（独）国
立精神・神経医療研究センター）で

のみ実施（運営費交付金）

（２３年度）
３カ所で実施

（公募による補助金）

ワークショップ中心の研修会
（2日間）

研修実施団体

認知行動療法の実践（4～6ヶ月）
研修修了

認知行動療法を実施するにあ
たって必須となる基礎的な理
論や技法について研修

スーパーバイザーによる
定期的・継続的な指導

２３年度予算（案）：９８百万円









１１．心神喪失者等医療観察法指定医療機関の整備等について 

 

   「医療観察法（以下、「法」という。）」は、平成１５年７月に公布、平成

１７年７月に施行され、心神喪失者等の状態で重大な他害行為を行った法対象者

に対して、適切な医療を提供し、社会復帰の促進を図っているところである。 

 

（１）指定入院医療機関の現状 

   医療観察法に基づく指定入院医療機関の整備については、全国で 720 床程度

（予備病床を含め 800 床程度）を目標として整備を進めているが、①地元自治体

及び周辺住民への理解が深まらないこと、②医療従事者の確保が困難であること、

などを背景として、昨年度まで整備が遅れ、病床不足状態にあったところである。 

平成 23 年 2 月 1 日現在、国関係では、国立精神・神経医療研究センター病院

及び国立病院機構が設置する精神科専門医療機関において、15 箇所（478 床）

の整備を、都道府県関係については、11 の自治体（128 床）の協力を得て、整

備を行い、現状病床不足は解消したところであるが、今後の整備予定を勘案し

てもなお、整備地域が偏在しており、引き続き指定入院医療機関の整備を推進

する必要がある。 

 

（２）地域社会における処遇の円滑な実施等について 

   法に基づく地域社会における処遇については、「地域社会における処遇のガ

イドライン（平成 17 年 7 月 14 日障精発 0714003 号）（以下、「ガイドライン」

という。）」に基づき行われているところであるが、法対象者に対する地域社会

における処遇をより円滑に進めるためには、精神保健福祉に携わる地域関係者の

協力の下に、ガイドラインに基づく地域処遇体制の基盤構築及びその充実を図る

ことが重要であると考えている。 

   厚生労働省としては、医療観察法の地域処遇体制の強化が図られるよう、入

院対象者入院医学管理料及び通院対象者通院医学管理料の改定などによる対応

を実施しており、法の目的である継続的な医療の提供と社会復帰の促進に努めて

いるところである。 

   とりわけ、通院対象者の状況に応じて専門的な医療を提供する指定通院医療

機関については、社会復帰の観点から、法対象者の帰住地の近郊において指定通

院医療機関を確保することが重要であると考えている。 

   このため、都道府県におかれては、市町村等の関係機関と平素から緊密に連

携のうえ、ガイドラインに基づく地域連携体制の基盤構築の充実を図るとともに、

法対象者が居住する地域において適切な通院処遇が図られるよう、指定通院医療

機関を引き受ける医療機関の確保について、ご理解とご協力を賜りたい。 

   なお、法に基づく医療を提供した結果、当該対象者に対する法に基づく医療

は終了し、精神保健福祉法に基づく医療に移行する事例がある。 

   こうした、対象者に対する地域処遇をより円滑に進めるためには、当該者が

地域精神保健施策の対象であることを再度ご認識いただくとともに、個別に帰住



地の都道府県と相談の上、都道府県立病院での医療の提供を引き続きお願いした

いと考えているので、都道府県立病院での受入れや、当該対応が困難な場合にお

ける受入れ先の確保を図っていただくようお願いする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



医療観察法の仕組み

重大な他害行為

実刑判決

裁判所

検察官

（心神喪失等を理由）

不起訴

無罪等

起
訴

検
察
官
に
よ
る
申
立
て

地
方
裁
判
所
に
お
け
る
審
判

地域での支援
・精神保健観察（保護観察所）

・入院によらない医療（通院医療）
（指定通院医療機関）

・精神保健福祉法等に基づく援助
（都道府県・市町村等）

退院決定
入
院
決
定

通
院
決
定

鑑
定
入
院

原則３年で終了

一般の精神保健福祉

平成15年7月成立・公布、平成17年7月15日施行

（心神喪失等を認定） 入院・再入院決定

入院医療の提供
・入院医療（指定入院医療機関）
・設置主体は、国、都道府県、特定
独立行政法人
（入院期間は標準で18ヶ月程度）

・指定入院医療機関病床数の整備目
標は720床程度

医療観察法における入院医療及び通院
医療は厚生労働大臣が行う

刑務所

不
処
遇

（制度は、法務省・厚生労働省共管）

鑑定入院は、精神科病院で実施（期間は
2ヶ月が原則）

心神喪失等で重大な他害行為を行った者に対して、継続的かつ適切な医療並びにその確保のために必要な観察及び指導を行うことに
よって、病状の改善及び同様の行為の再発防止を図り、その社会復帰を促進するよう、対象者の処遇を決定する手続等を定めるもの。

裁判官と精神保健判定医の合議制



指定入院医療機関の整備状況

１．国関係 平成23年2月1日現在

※ は稼働中の指定入院医療機関

（病床数は予備病床を含む）

①国立病院機構花巻病院（岩手県） 33床

②国立病院機構下総精神医療センター（千葉県） 33床

③国立精神・神経医療研究センター病院（東京都） 66床

④国立病院機構久里浜アルコール症センター（神奈川県） 50床

⑤国立病院機構さいがた病院（新潟県） 33床

⑥国立病院機構北陸病院（富山県） 33床

⑦国立病院機構小諸高原病院（長野県） 17床

⑧国立病院機構東尾張病院（愛知県） 33床

⑨国立病院機構榊原病院（三重県） 17床

⑩国立病院機構松籟荘病院（奈良県） 33床

⑪国立病院機構鳥取医療センター（鳥取県） 8床 （将来17床で運営予定）

⑫国立病院機構賀茂精神医療センター（広島県） 33床

⑬国立病院機構肥前精神医療センター（佐賀県） 33床

⑭国立病院機構菊池病院（熊本県） 23床

⑮国立病院機構琉球病院（沖縄県） 33床



２．都道府県関係

（病床数は予備病床を含む）

※ は稼働中の指定入院医療機関

指定入院医療機関の整備状況

※病床整備の現状：606床 〔うち国関係：478床 都道府県関係128床〕（平成23年2月1日現在）

①群馬県立精神医療センター 6床 （将来16床で運営予定）

②東京都立松沢病院 33床

③神奈川県立精神医療センター芹香病院 2床 （将来33床で運営予定）

④山梨県立北病院 5床

⑤長野県立駒ヶ根病院 6床

⑥静岡県立こころの医療センター 2床 （将来12床で運営予定）

⑦大阪府立精神医療センター 5床 （将来33床で運営予定）

⑧岡山県精神科医療センター 33床

⑨長崎県病院企業団長崎県精神医療センター 17床

⑩鹿児島県立姶良病院 17床

⑪山口県立こころの医療センター 2床 （将来8床で運営予定）

⑫山形県立鶴岡病院 17床 建設準備中

⑬茨城県立友部病院 17床 建設準備中

⑭埼玉県精神医療センター 33床 建設準備中

⑮栃木県立岡本台病院 18床 建設準備中

⑯滋賀県立精神医療センター 23床 建設準備中

⑰愛知県立城山病院 17床 建設準備中



指定入院医療機関の状況（平成23年2月1日現在）

指定入院医療機関あり又は建設・建設
準備中
指定入院医療機関なし



指定通院医療機関の整備状況

都道府県名

平成22年7月31日現在指定数

都道府県名

平成22年7月31日現在指定数

病院 診療所 薬局
政令1条

（訪問看護）
計 病院 診療所 薬局

政令1条
（訪問看護）

計

北海道 29 2 11 1 43 滋賀県 8 1 3 0 12

青森県 7 1 142 1 151 京都府 3 0 33 2 38

岩手県 5 0 4 0 9 大阪府 24 0 16 15 55

宮城県 8 2 5 4 19 兵庫県 16 1 5 6 28

秋田県 3 0 334 1 338 奈良県 4 0 6 1 11

山形県 8 2 7 2 19 和歌山県 4 1 5 0 10

福島県 8 1 172 2 183 鳥取県 4 0 121 0 125

茨城県 10 0 376 0 386 島根県 3 1 8 1 13

栃木県 5 0 1 0 6 岡山県 4 0 3 0 7

群馬県 2 0 147 0 149 広島県 4 1 5 2 12

埼玉県 7 1 100 1 109 山口県 6 0 14 0 20

千葉県 10 0 76 2 88 徳島県 5 1 0 0 6

東京都 11 2 12 1 26 香川県 3 0 6 0 9

神奈川県 11 1 1 2 15 愛媛県 8 0 4 2 14

新潟県 10 0 442 1 453 高知県 6 0 88 2 96

山梨県 3 0 2 0 5 福岡県 14 1 3 4 22

長野県 11 1 45 3 60 佐賀県 7 0 5 0 12

富山県 3 0 10 3 16 長崎県 4 0 7 1 12

石川県 4 0 6 1 11 熊本県 3 0 0 1 4

岐阜県 7 1 40 0 48 大分県 3 0 3 0 6

静岡県 12 0 8 0 20 宮崎県 3 0 0 0 3

愛知県 10 2 3 1 16 鹿児島県 9 0 0 1 10

三重県 6 0 0 1 7 沖縄県 6 0 5 1 12

福井県 4 0 49 0 53 合計 345 23 2,333 66 2,767

(医療観察法医療体制整備推進室調べ)



平成22年4月からの新たな取り組みについて

［厚生労働省の取り組み］

社会復帰移行後１年半超過した時は入院対象者入院医学管理料を逓減

１．入院対象者医学管理料の改定について

２．通院対象者医学管理料の改定について

［厚生労働省の取り組み］

・通院医学管理料事前調整加算（通院移行のための事前調整を評価）を設定

・通院医学管理情報提供加算、医療観察訪問看護情報提供（ケア会議に出席して情報提供した場合を

評価）を設定

・医療観察法認知療法・認知行動療法（診療に要した時間が３０分以上の場合に算定）を設定



Ⅰ 入院対象者入院医学管理料

社会復帰期入院対象者について、6ヶ月を標準に社会復帰を図る観点から、社会復帰期移

行後1年半を超えるような事例については、入院対象者入院医学管理料を逓減。

1年以上（900点減算） → 1年以上1年180日未満（ 900点減算）

1年180日以上 （1400点減算）

Ⅱ 通院対象者通院医学管理料

① 通院決定に通院移行のための事前調整を評価

・通院医学管理事前調整加算（新設） 600点 （初回のみ算定）

② 通院処遇中にケア会議に出席して情報提供をした場合の評価

・通院医学管理情報提供加算（新設） 450点 （通院医学管理実施機関のみ算定）

・医療観察訪問看護情報提供料（新設） 200点 （訪問看護ステーションのみ算定）

③ 医療観察通院精神療法の基準の変更

・ロ イ以外の場合（病院、診療所の区分を廃止）

（１） 30分以上の場合 360点 → 400点

（２） 30分未満の場合 330点（診療所は350点） → 330点

医療観察法 診療報酬（22年4月改訂の概要①）



④ デイケア等の取扱い

・前期・中期については、早期加算相当として加算

・デイ・ナイト・ケアを算定した場合は、デイケア及びナイトケアを算定しない。

⑤ 医療観察認知療法・認知行動療法（新設） 420点（1日につき）

※ 一連の治療計画を作成し、対象者に説明した上で行った場合に16回を限度に算定

※ 診療に要した時間が30分以上の場合に算定

医療観察法 診療報酬（22年4月改訂の概要②）

ショート・ケア デイ・ケア ナイト・ケア デイ・ネイト・ケア

小規模 変更なし 550→590点 500→540点 1000→1040点

大規模 変更なし 660→700点 500→540点 1000→1040点

前期・中期加算 20点 50点 50点 50点



Ⅰ 医療観察訪問看護（新章として設定）

訪問看護事業型指定通院医療機関が訪問看護を行った場合の費用を規定

① 医療観察訪問看護基本料

ア 医療観察訪問看護基本料（Ⅰ） 555点

イ 医療観察訪問看護基本料（Ⅱ） 160点

A 基本料（Ⅰ）については、通院医学管理を行っている指定通院医療機関の主治医の指

示に基づき、訪問看護事業型指定通院医療機関の保健師、看護師、作業療法士（看護

師等）が訪問看護を行った場合に算定。

・看護師等が他の看護師等と訪問看護を行った場合 430点加算

・看護師等が他の准看護師と訪問看護を行った場合 380点加算

B 基本料（Ⅱ）については、福祉ホーム等の施設に入所中の対象者に対して通院医学管

理を行っている指定通院医療機関の主治医の指示に基づき、訪問看護事業型指定通

院医療機関が訪問看護を行った場合に算定

・3時間を超えた場合、超えた分について5時間を限度として、

1時間とその端数ごとに 40点加算

医療観察法 診療報酬（22年4月改訂の概要③）



C 医療観察訪問看護基本料は、前期は週5回、中期及び後期については週3回を限度

D 医療観察訪問看護に要した交通費は、患者の家族が負担

E 訪問看事業護型と令第一条以外の行う訪問看護が、同一月に混在して行われる場合、

同一日に双方が実施することがないように十分調整すること。また、双方の訪問回数合

計が、前期は週5回、中期及び後期は週3回を限度とする。

② 医療観察訪問看護管理料（1月に12日を限度）

A 月の初日の訪問の場合 730点

B 月の２回目以降の訪問の場合（１日につき） 295点

③ 医療観察訪問看護情報提供料（ケア会議の都度） 200点

医療観察法 診療報酬（22年4月改訂の概要④）



１２．社会適応訓練事業について 

 

   社会適応訓練事業については、精神保健福祉法の枠内で位置付けてきたが、

他の制度との関係も不明確であることから、自治体から、障害者自立支援法上の

サービスとの関係も含め、事業の位置付けについて整理を求めるご意見も多くい

ただいており、今般の精神保健福祉法の改正により、法律上の根拠規定が削除さ

れることとなった。 

（平成２４年４月１日までの政令で定める日（平成２４年４月１日（予定））から施行） 

   しかしながら、社会適応訓練事業は、短時間や尐人数での訓練を行うことが

可能である等、精神障害者の特性を踏まえたものであり、訓練終了後、雇用に結

びつくケースが多数あるとの意見があるなど、着実にその成果を積み重ねており、

今後、障害者施策全体の中での新たな位置付けを検討してまいりたいと考えてい

る。各都道府県におかれては、引き続き事業に積極的に取り組んでいただきたい。 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜ 連 絡 事 項 ＞ 



１．障害程度区分認定等事務費に係る国庫補助金交付要綱の改正について

標記事務費は、市町村が行う障害程度区分認定に係る事務に要する費用の２分の１を国

が補助するものである。現行、国庫補助金交付要綱上、別表１において、その種目を障害

程度区分認定等事務費のみとして記載しているところであるが、今般、予算執行の適正化

の観点から、事務内容ごとに事務費の対象経費を再整理するため、国庫補助金交付要綱の

所要の改正を行う予定である（現在、省内で協議中のため、さらなる修正等の可能性もあ

るので、ご留意いただきたい 。各都道府県におかれては、管内の市町村に対し、周知を）

お願いしたい。

別 紙 

障害者自立支援給付費等国庫負担（補助）金交付要綱  

 

１～１５ （略） 

 

別表１ 

１
区 分

３
基 準 額

４
対 象 経 費

５
補助率

障害者自立支援給
付費負担金 （略） （略） （略）

障害
程度
区分
認定
調査
費

 厚生労働大臣が必要と認めた額
（ただし、認定調査を委託した場合
の認定調査に要する経費は、調査件
数に6,800円を乗じて得た額を上限
額とする。）

法の規定に基づき、市
町村が障害程度区分認
定の事務を行うために
必要な賃金、報酬、謝
金、旅費、需用費（消
耗品費、燃料費及び印
刷製本費）、役務費
（通信運搬費）、委託
料(対象経費に限る)、
負担金

医師
意見
書記
載料

 厚生労働大臣が必要と認めた額 需用費（消耗品費及び
印刷製本費）、役務費
（通信運搬費、手数料
及び検査料）

市町
村審
査会
運営
費

 厚生労働大臣が必要と認めた額 賃金、報酬、謝金、旅
費、需用費（消耗品
費、燃料費、食糧費及
び印刷製本費）、役務
費（通信運搬費及び手
数料）、負担金

（略） （略） （略）

２
種 目

（略）

２（略）

障害程度区分認定
等事業費補助金

１
障害
程度
区分
認定
等事
務費

 １
 ２

 

 

別表２～別表４ （略） 

別 紙 

障害者自立支援給付費等国庫負担（補助）金交付要綱  

 

１～１５ （略） 

 

別表１ 

１
区 分

３
基 準 額

４
対 象 経 費

５
補助率

障害者自立支援給
付費負担金 （略） （略） （略）

 厚生労働大臣が必要と認めた額
（ただし、認定調査を委託した場合
の認定調査に要する経費は、調査件
数に6,800円を乗じて得た額を上限
額とする。）

法の規定に基づき、市
町村が障害程度区分認
定等の事務を行うため
に必要な賃金、報酬、
謝金、旅費、需用費
（消耗品費、燃料費、
食糧費及び印刷製本
費）、役務費（通信運
搬費、手数料及び検査
料）、委託料及び負担
金

 １
 ２

（略） （略） （略）

障害程度区分認定
等事業費補助金

１
障害程度
区分認定
等事務費

２
種 目

（略）

２（略）
 

 

 

 

 

 

 

別表２～別表４ （略） 

改      正      後 現               行 



２．良質かつ適切な精神医療等の提供について 

 

（１）精神科病院に対する指導監督等の現状について 

 

厚生労働省においては、毎年度、都道府県・指定都市に対し精神保健福

祉法関係行政事務指導監査を実施すると共に、これに併せ、都道府県等が

精神科病院に対して実施した実地指導等を検証するため「精神科病院実地

検証」を行っている。 

 別添１に示す資料は、平成２１年度に実地検証を実施した際に精神科病

院に関しての指摘を行った事例について、全国厚生労働関係部局長会議で

報告したものである。また、別添２のとおり平成２１年度精神保健福祉法

関係行政事務指導監査として都道府県等に対し指摘した事項の中には、精

神医療審査会に関連する事項とあわせて今後の精神医療審査会の運営の参

考とされたい。 

 また、精神医療審査会事務局におかれても各都道府県等における精神科

病院への指導監督において有効に活用できるよう、精神保健福祉センター

が把握可能な各種届出等の状況について、都道府県・指定都市の本庁と情

報共有が図られるようご協力をお願いしたい。 
 
 

（２）精神医療審査会の適切な運営等について 

 

 精神医療審査会は、在院患者の人権確保の観点から極めて重要な役割を

果たすものであり、その適正な運営に努めていただいているところ。 

 平成２１年度における退院請求・処遇改善請求等の処理に要する平均日

数は、全国平均で３２．５日となっているが、平均４０日を超える自治体

が１１件あるなど不適正な状況が引き続き見受けられる。中には８０日を

超える自治体があるなど極めて不適正な状況も散見されている。（参照：

参考資料「５．精神医療審査会関係資料（３）（４）」） 

 各都道府県・指定都市におかれては、「精神保健及び精神障害者福祉に

関する法律第１２条に規定する精神医療審査会について」（平成１２年３

月２８日障第２０９号厚生省大臣官房障害保健福祉部長通知）に基づき、

精神医療審査会の適正な運営を図るように徹底されたい。 

 



別添１ 

 

平成２３年１月２１日  全国厚生労働関係部局長会議（厚生分科会）資料（抜粋）                                         

 

精神科病院に対する指導監督等について 

 

精神保健福祉施策の推進に当たっては、かねてより人権に配慮した適切な医療・保護の

確保に努めていただいており、厚生労働省としても、近年の精神科病院における人権侵害

事案の発生等にかんがみ、より適正な入院患者の医療・保護の確保を図るため、都道府県

知事等が精神科病院に対して実施した実地指導等を検証する「精神科病院実地検証」を実

施しているところであるが、平成２１年度に実地検証した結果、一部の精神科病院におい

て、いまだに以下のような事例が見られた。 

 

・預り金の管理が不適切 

・保険金外負担金の徴収が不適切 

・任意入院者に対して必要な手続きを行わず閉鎖的環境での処遇がなされている 

・任意入院、医療保護入院時の診察や告知行為が診療録等で確認できない 

・隔離、身体的拘束の際の診察・告知行為が診療録等で確認できない 

 

 また、新聞報道等においても、管理体制の適切さが疑われる事例が、複数報告されてい

る。 

精神科病院入院患者の適切な処遇の確保等については、都道府県知事等は、精神科病院

に対する実地指導後の措置として、改善計画書の提出を求めるとともに、提出された改善

計画書の変更を命じ、これらの命令に従わない場合には医療の提供の全部又は一部の制限

ができることとされているところである。 

このため、各都道府県等におかれては、貴管内医療機関に対し実地指導等を実施する際

に、精神保健福祉法及び関係通知（平成１０年３月３日障第１１３号・健政発第２３２号

・医薬発第１７６号・社援第４９１号厚生省大臣官房障害保健福祉部長、健康政策局長、

医薬安全局長、社会・援護局長通知「精神科病院の指導監督等の徹底について」等）の趣

旨を踏まえ、一層の指導の強化を図るようお願いしたい。 

 併せて、平成１８年の精神保健福祉法の改正に伴い、改善命令等に従わない精神科病院

の公表制度、改善命令を受けたことがある精神科病院に対する任意入院者の病状報告、任

意入院患者の退院制限、医療保護入院及び応急入院に係る特例措置の導入等が行われたと

ころであり、各都道府県等におかれては、その適切な運用について引き続き御協力をお願

いしたい。 

 さらに、精神保健福祉法第１９条の８の規定に基づき厚生労働大臣の定める指定病院の

基準について、指定に係る精神科病院の看護師等の人員基準の経過措置が平成２３年２月

２８日をもって終了することとなるので、適切な人員配置について医療機関への周知を行

うとともに、指定病院の指定の見直し等、適切に対応していただくようお願いしたい。 



別添２ 

 

平成２１年度精神保健福祉法関係行政事務指導監査の概要 

 

（１）指導監査を実施した地方公共団体の数 

  ・ 都道府県   １９か所（１６か所） 

  ・ 指定都市    ６か所 （２か所） 

     計     ２５か所（１８か所） 

      （ ）書きは精神科病院の実地検証を行った地方公共団体数 

 

（２）都道府県等への主な指摘事項 

  ア 施設・指導の状況 

   ・ 年間又は月別の病床利用率が１００％超過病院あり   ８か所 

   ・ 指定病院の基準を満たしていない          １５か所 

   ・ 実施指導が不十分                 ２０か所 

   ・ 精神科病院（指定病院以外）の医療従事者が不足    ５か所 

  イ 措置入院の状況 

   ・ 新規措置者の入院３か月の実地審査が不十分     １９か所 

   ・ 定期病状報告書の遅延・未提出がある

   ・ 

        １０か所 

    

措置解除決定前の退院や消退届の提出後速やかに 

措置解除を行っていない

   ・ 移送手続きの記録が不十分              ７か所 

                ５か所 

   ウ 医療保護入院の状況 

 ・ 医療保護入退院届けの遅延、未提出あり(特例を含む)

  ・  
  ２３か所 

定期病状報告の遅延、未提出あり

  エ 応急入院の状況 

          １０か所 

     ・ 応急入院届出の遅延、未提出あり

オ 精神医療審査会の状況 

           ７か所 

 ・ 直近の合議体で審査を行っていない          ６か所 

 ・ 審査結果の通知が遅延している            ７か所 

   カ 公費負担の状況 

 ・ 自己負担額の認定が未実施（再認定を含む）      ９か所 

 ・ 公費負担に係る連名簿等の審査点検が不十分     １３か所 

  キ 社会復帰施設の状況 

 ・ 施設への指導監督が不十分             １０か所 

 ・ 施設利用状況報告書が未提出の施設がある       ５か所 

 



３．心の健康づくりについての各般の取り組み 

 

（１）大規模な災害・事件・事故の際の心のケア対策について 

近年、地震、水害、火山の噴火、ひいては口蹄疫まで、災害の発生に伴

い、住民に対する心のケアを求められる局面が増えている。また、犯罪、

事故等の人為災害においても、心のケアの必要性が強く認識されていると

ころである。このため、これらの対応を強化する観点から、各都道府県・

指定都市に対し、平成１５年１月に「災害時の地域精神保健医療に関する

ガイドライン」を示したところであるが、引き続き、このガイドライン等

を活用しつつ、災害発生等の非常時に備え、常日頃より「心のケア」を十

分行える体制の確立にご協力願いたい。 

また、精神保健福祉センター、保健所、病院等に勤務している医師、看

護師、精神保健福祉士等を対象に、ＰＴＳＤ（心的外傷後ストレス障害）

に関する専門的な養成研修を実施しており、関係機関に所属する職員の当

研修会への参加について配慮いただくとともに、災害等の発生時に備えて

関係機関間の連携強化を図っていただきたい。 

この他、内閣府共生社会政策統括官交通安全対策担当が行う交通事故被

害者サポート事業の取組で、交通事故被害者、遺族に対する「こころのケ

ア」に関するリーフレットが作成され、交通事故相談所等に配布される。

その中で、PTSDやうつ病の可能性が取り上げられており、相談窓口の一つ

として精神保健福祉センター、保健所が紹介されているので、交通事故被

害者に対する「こころの健康相談」について、従前同様取組んでいただく

ようお願いしたい。 

 

 内閣府交通安全対策担当：http://www8.cao.go.jp/koutu/sien/index.html 

 

 

（２）児童思春期の心の健康づくり対策の推進について 

 児童思春期の心の問題に対する相談については、精神保健福祉センター、

保健所、児童相談所等において実施しているところであるが、思春期精神

保健に関する専門家が少なく、各機関における相談体制が十分ではないこ

とから、平成１３年度から、精神保健福祉センター、保健所、児童相談所、

病院等に勤務している医師、看護師、精神保健福祉士、児童指導員等を対

象として、思春期精神保健の専門家の養成研修を実施している。また、厚

生労働科学研究「思春期のひきこもりをもたらす精神科疾患の実態把握と

精神医学的治療・援助システムの構築に関する研究」（平成１９年度～２１

http://www8.cao.go.jp/koutu/sien/index.html�


年度）の成果を踏まえて「ひきこもりの評価・支援に関するガイドライン」

をまとめ、昨年に公表したところであるが、これをふまえて、ひきこもり

対策研修を実施したところである。 
ついては、精神保健福祉センター、保健所、児童相談所等の関係機関に

所属する職員のこれらの研修会への参加について配慮いただくとともに、

関係機関との連携強化を図っていただきたい。 

 

 

（３）精神障害の正しい理解のための普及・啓発について 

 精神障害者の地域生活への移行を推進する上でも、また、国民の心の健

康づくりを進める上でも、心の健康問題や精神疾患に対する正しい理解の

普及は非常に重要であると考えている。「今後の精神保健医療福祉のあり

方等に関する検討会」では、今後の普及啓発においては、「だれに」「何

を」「どのように」伝えるかを明確にするということが重要であり、具体

的には、 

 ①ピアサポートの推進等による精神障害者自身の啓発 

 ②精神障害者と住民の交流や、精神障害者から学ぶ機会の充実 

 ③若年者と取り巻く者への早期発見・早期支援を目的とした普及啓発 

 ④医療関係者・報道関係者等への正確で分かりやすい情報提供 

等を進めるべきであると指摘されている。 

ついては、各都道府県等におかれては、広報誌における記事、各種イベ

ントにおける展示等様々な媒体や機会を通じて、精神疾患の正しい理解に

向けての普及啓発にご尽力をいただきたい。 

なお、厚生労働省としては昨年９月に以下のサイトを開設しており、普

及啓発に活用いただきたい。 

 

みんなのメンタルヘルス総合サイト 

  こころの不調・病気に関する説明や、各種支援サービスの紹介など、治療や生 活に役

立つ情報を分かりやすくまとめた総合サイト 

 http://www.mhlw.go.jp/kokoro 

 

こころもメンテしよう～１０代２０代のメンタルサポートサイト～ 

 １０代・２０代とそれを取り巻く人々（家族・教育職）を対象に、本人や周囲が心の 不調

に気づいたときにどうするかなど分かりやすく紹介する若者向けサイト 

 http://www.mhlw.go.jp/kokoro/youth 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜ 参 考 資 料 ＞ 



平成22年10月１日現在

対応時間 対応時間

輪番
のみ

輪番
＋

外来対応

常時
のみ

常時対応
＋

外来

うち身体合併症
対応病床

北海道 8 未実施 なし － 未実施 なし － 69 0 0 0 0 0 0 0 8 0

青森県 6 未実施 なし － 未実施 なし － 20 0 0 0 0 0 0 0 6 0

岩手県 4 未実施 なし － 夜間・休日 あり 夜間・休日 11 0 0 0 0 0 0 0 6 0

宮城県 1 未実施 なし － 夜間・休日 あり 夜間・休日 26 0 0 0 0 0 0 0 2 0

秋田県 5 未実施 なし －
夜間（朝ま
で）・休日

あり 夜間・休日 13 0 1 0 0 0 0 0 5 0

山形県 3 未実施 なし － 未実施 なし － 7 0 0 0 0 0 0 0 2 0

福島県 4 未実施 なし － 夜間・休日 あり 夜間・休日 32 0 0 0 1 0 0 0 4 0

茨城県 3 未実施 なし －
夜間（朝ま
で）・休日

あり
夜間（朝ま
で）・休日

27 0 1 0 0 0 0 0 5 0

栃木県 1 未実施 なし － 24時間365日 あり
夜間（朝ま
で）・休日

0 0 1 0 0 0 0 0 2 0

群馬県 1 未実施 なし － 24時間365日 あり 24時間365日 13 0 1 0 0 0 0 0 3 0

埼玉県 2 24時間365日 あり 24時間365日 24時間365日 あり 24時間365日 38 0 2 0 29 0 0 0 9 0

千葉県 4 24時間365日 あり 24時間365日 24時間365日 あり 24時間365日 33 0 1 0 0 0 0 0 14 0

東京都 4 夜間 あり 夜間
夜間（朝ま
で）・休日

あり
夜間（朝ま
で）・休日

4 4 1 1 30 0 0 0 19 0

神奈川県 1 24時間365日 あり 24時間365日 24時間365日 あり 24時間365日 7 0 2 0 8 0 0 0 20 0

新潟県 5 未実施 なし － 未実施 なし － 26 0 0 0 0 0 0 0 5 0

富山県 2 24時間365日 あり 24時間365日 24時間365日 あり 24時間365日 28 0 0 0 0 0 0 0 2 0

石川県 3 24時間365日 あり 24時間365日 24時間365日 あり 24時間365日 16 0 0 0 0 0 0 0 3 0

福井県 2 24時間365日 あり 24時間365日 24時間365日 あり 24時間365日 10 0 0 0 0 0 0 0 2 0

山梨県 1 未実施 なし －
夜間（平日）
17：15～21：15

あり 夜間・休日 8 0 1 0 0 0 0 0 3 0

長野県 3 夜間・休日 あり 夜間・休日 夜間・休日 あり 夜間・休日 17 0 0 0 0 0 0 0 3 0

岐阜県 2 24時間365日 あり 24時間365日 24時間365日 あり 24時間365日 0 14 0 0 0 0 0 0 2 0

静岡県 4 24時間365日 あり 24時間365日 24時間365日 あり 24時間365日 0 10 0 0 0 1 0 0 6 1

センターの設置状況

センターの
対応時間

１．精神科救急医療体制整備事業実施状況

都道府県・
指定都市

名

精神科
救急医
療圏域
の数

精神科救急情報センター機能の状況精神医療相談体制の状況

専用相談窓口 精神科救急医療施設数 身体合併症医療施設数

専用窓口以外
の何らかの機
関等で対応し
ている時間も

含む

設置の有無
専用窓口の
対応時間

合併症
対応施設

地域搬送
受入施設

後方搬送
調整員の
設置施設

精神科救急医療施設の状況

何らかの機関等
でセンター機能
として対応して
いる時間も含む

輪番型

設置の有無

常時対応型 外来
対応
のみ

1日あたり確保空床数
（全圏域）



平成22年10月１日現在

対応時間 対応時間

輪番
のみ

輪番
＋

外来対応

常時
のみ

常時対応
＋

外来

うち身体合併症
対応病床

センターの設置状況

センターの
対応時間

１．精神科救急医療体制整備事業実施状況

都道府県・
指定都市

名

精神科
救急医
療圏域
の数

精神科救急情報センター機能の状況精神医療相談体制の状況

専用相談窓口 精神科救急医療施設数 身体合併症医療施設数

専用窓口以外
の何らかの機
関等で対応し
ている時間も

含む

設置の有無
専用窓口の
対応時間

合併症
対応施設

地域搬送
受入施設

後方搬送
調整員の
設置施設

精神科救急医療施設の状況

何らかの機関等
でセンター機能
として対応して
いる時間も含む

輪番型

設置の有無

常時対応型 外来
対応
のみ

1日あたり確保空床数
（全圏域）

愛知県 3 24時間365日 あり 24時間365日 24時間365日 あり 24時間365日 42 0 0 0 0 0 0 0 6 0

三重県 2 24時間365日 あり 24時間365日 24時間365日 あり 24時間365日 13 13 0 0 0 0 0 0 2 0

滋賀県 3 夜間・休日 あり 夜間・休日 24時間365日 あり
夜間（朝ま
で）・休日

10 0 0 0 20 0 0 0 4 0

京都府 2 24時間365日 あり 24時間365日
夜間（朝ま
で）・休日

あり
夜間（朝ま
で）・休日

6 0 1 0 0 0 0 0 3 0

大阪府 8 24時間365日 あり 24時間365日
夜間（朝ま
で）・休日

あり
夜間（朝ま
で）・休日

0 32 0 0 0 0 0 0 14 0

兵庫県 5 24時間365日 あり 24時間365日 24時間365日 あり 24時間365日 35 29 1 0 0 0 0 0 4 0

奈良県 1 24時間365日 あり 24時間365日 24時間365日 あり 24時間365日 8 0 1 0 0 0 0 0 3 0

和歌山県 3
夜間（朝ま
で）・休日

なし － 未実施 なし － 0 7 0 0 0 0 0 0 9 0

鳥取県 3 － なし － － なし － 7 0 0 0 0 0 0 0 3 0

島根県 7 24時間365日 あり 24時間365日 24時間365日 あり 24時間365日 9 0 0 0 0 0 0 0 6 0

岡山県 2 24時間365日 あり 夜間・休日 24時間365日 あり 夜間・休日 12 0 0 0 0 0 0 0 3 0

広島県 2 24時間365日 あり 24時間365日 24時間365日 あり 24時間365日 6 0 1 0 0 0 0 0 5 0

山口県 3 24時間365日 あり 24時間365日 24時間365日 あり 24時間365日 28 0 0 0 0 0 0 0 4 0

徳島県 3 未実施 なし － 24時間365日 なし － 14 0 0 0 0 0 0 0 3 0

香川県 2 未実施 なし － 夜間（朝まで） あり 夜間（朝まで） 13 0 0 0 0 1 0 0 4 2

愛媛県 1 その他 なし － その他 あり その他 7 0 0 0 0 0 0 0 1 0

高知県 1 未実施 なし － 未実施 なし － 0 7 0 0 0 0 0 0 1 0

福岡県 4 未実施 なし －
夜間（朝ま
で）・休日

あり
夜間（朝ま
で）・休日

78 0 0 0 0 0 0 0 5 0

佐賀県 3 休日 なし － 未実施 なし － 16 0 0 0 1 0 0 0 3 0

長崎県 6 24時間365日 あり 24時間365日 24時間365日 あり 24時間365日 35 0 1 0 0 0 0 0 8 0

熊本県 2 未実施 なし － その他 なし － 40 0 0 0 0 0 0 0 2 0

大分県 2 夜間・休日 あり 夜間・休日 夜間・休日 あり 夜間・休日 22 0 0 0 0 0 0 0 2 0



平成22年10月１日現在

対応時間 対応時間

輪番
のみ

輪番
＋

外来対応

常時
のみ

常時対応
＋

外来

うち身体合併症
対応病床

センターの設置状況

センターの
対応時間

１．精神科救急医療体制整備事業実施状況

都道府県・
指定都市

名

精神科
救急医
療圏域
の数

精神科救急情報センター機能の状況精神医療相談体制の状況

専用相談窓口 精神科救急医療施設数 身体合併症医療施設数

専用窓口以外
の何らかの機
関等で対応し
ている時間も

含む

設置の有無
専用窓口の
対応時間

合併症
対応施設

地域搬送
受入施設

後方搬送
調整員の
設置施設

精神科救急医療施設の状況

何らかの機関等
でセンター機能
として対応して
いる時間も含む

輪番型

設置の有無

常時対応型 外来
対応
のみ

1日あたり確保空床数
（全圏域）

宮崎県 3 未実施 なし － その他 あり その他 20 0 0 0 0 0 0 0 3 0

鹿児島県 4 未実施 なし － 休日 あり 休日 41 41 0 0 0 0 0 0 4 0

沖縄県 4 24時間365日 あり
夜間（朝ま
で）・休日

24時間365日 あり
夜間（朝ま
で）・休日

20 0 0 0 0 0 0 0 4 0

札幌市
道内の圏域に
属している。 24時間365日 なし － 24時間365日 あり

夜間（朝ま
で）・休日

道との共
同実施

仙台市
県内の圏域に
属している。

さいたま市
県内の圏域に
属している。

千葉市
県内の圏域に
属している。

横浜市
県内の圏域に
属している。

川崎市
県内の圏域に
属している。

新潟市
県内の圏域に
属している。

静岡市
県内の圏域に
属している。

浜松市
県内の圏域に
属している。

名古屋市
県内の圏域に
属している。

京都市
府内の圏域に
属している。

10
（休日昼
間

大阪市
府内の圏域に
属している。 1

堺市
府内の圏域に
属している。

神戸市
県内の圏域に
属している。 1

広島市
県内の圏域に
属している。

岡山市
県内の圏域に
属している。

北九州市
県内の圏域に
属している。

福岡市
県内の圏域に
属している。

注）道府県と共同実施している指定都市については、市独自の事項のみ記載。
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精神科救急事業

電話相談実績（2009年度）

総計129,513件（1日平均354.8件）
青森県・山形県・福島県・福井県・高知県
熊本県・宮崎県からは報告なし
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（入院率 36.5%）



精神科救急事業入院実績（2009年度）
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入院件数 15, 535

緊急措置 2,169（14.0％）
措 置 1,009（6.5％）
応 急 488（3.1％）
医療保護 7,455（48.0％）
任 意 4,274（27.5％）
そ の 他 140（0.9％）

精神科
三次救急
3,666件
（23.6％）



人口万対受診件数と入院率の相関
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２．認知症疾患医療センター整備状況（H23.2.9現在）

仙台市

さいたま市

堺市

大阪市

神戸市

北九州市

福岡市

新潟市

○未整備であり平成２３年度中に整備予
定がない又は引き続き検討を行う自治体
秋田県、福島県、徳島県、愛媛県、沖縄県、札幌
市、千葉市、横浜市、川崎市、相模原市、静岡市、
浜松市、名古屋市、京都市

：整備済み（２９道府県、７指定都市）

：平成２３年度中に整備予定あり（１３都府県、３指定都市）

：平成２３年度中に整備予定なし又は引き続き検討
（５県、９指定都市）

岡山市

広島市



認知症疾患医療センター整備状況
（平成２３年２月９日）

1 北 海 道 道央佐藤病院 医療法人社団玄洋会 H22.6.1 苫小牧市字樽前234番地

2 北 海 道 砂川市立病院 砂川市 H22.6.1 砂川市西４条北2-1-1

3 北 海 道 恵愛病院 医療法人社団友愛会 H22.10.22 登別市鷲別町2丁目31番地1

4 北 海 道 三愛病院 医療法人社団千寿会 H22.10.22 登別市中登別町24番地12

5 北 海 道 伊達赤十字病院 日本赤十字社 H22.10.22 伊達市末永町81番地

6 青 森 県 青森県立つくしが丘病院 青森県 H21.4.1 青森市大字三内字沢部353番地92

7 岩 手 県 岩手医科大学附属病院 学校法人岩手医科大学
H22.4.1(基幹型へ移行)

(H21.4.1)
岩手県盛岡市内丸１９番１号

8 山 形 県 篠田総合病院 医療法人篠田好生会
H22.4.1

（H21.9.1）
山形市桜町２番６８号

9 茨 城 県 日立梅ヶ丘病院 医療法人圭愛会 H21.12.1 茨城県日立市大久保町２４０９番地３

10 茨 城 県 栗田病院 医療法人社団有朋会 H21.12.1 茨城県那珂市豊喰５０５

11 栃 木 県 獨協医科大学病院 学校法人獨協学園 H21.4.1 栃木県下都賀郡壬生町北小林８８０

12 栃 木 県 足利富士見台病院 医療法人根岸会 H21.4.1 栃木県足利市大前町１２７２

13 栃 木 県 烏山台病院 医療法人薫会 H21.4.1 栃木県那須烏山市滝田１８６８－１

14 群 馬 県 群馬大学医学部付属病院 国立大学法人群馬大学 H22.9.1 群馬県前橋市昭和町三丁目３９番１５号

15 群 馬 県 内田病院 医療法人大誠会 H22.9.1 群馬県沼田市久屋原町345-1

16 群 馬 県 上毛病院 医療法人中沢会 H22.9.1 群馬県前橋市下大島町596-1

17 群 馬 県 老年病研究所附属病院 財団法人老年病研究所 H22.9.1 群馬県前橋市大友町3-26-8

18 群 馬 県 サンピエール病院 医療法人山崎会
 H22.9.1 群馬県高崎市上佐野町786-7

19 群 馬 県 篠塚病院 医療法人育生会
 H22.9.1 群馬県藤岡市篠塚105-1

20 群 馬 県 岸病院 医療法人岸会
 H22.9.1 群馬県桐生市相生町2-277

21 群 馬 県 西毛病院 医療法人大和会 H23.2.1 群馬県富岡市神農原５５９番地１

22 群 馬 県 田中病院 医療法人群栄会 H23.2.1 群馬県北群馬郡吉岡町大字陣場９８番地

23 群 馬 県 原病院 医療法人原会 H23.2.1 群馬県伊勢崎市境上武士８９８－１

24 埼 玉 県 秩父中央病院 医療法人全和会 H21.12.1 埼玉県秩父市寺尾１４０４番地

25 埼 玉 県 武里病院 医療法人社団みどり会 H21.12.1 埼玉県春日部市下大増新田字東耕地９番地３

26 埼 玉 県 毛呂病院 社会福祉法人毛呂病院 H22.7.1 埼玉県入間郡毛呂山町
毛呂本郷３８番地

27 埼 玉 県 西熊谷病院 財団法人 西熊谷病院 H22.7.1 埼玉県熊谷市石原５７２

28 神 奈 川 県 東海大学医学部付属病院 学校法人　東海大学 H22.1.1 神奈川県伊勢原市下糟屋143

29 新 潟 県 三島病院 医療法人楽山会
H21.4.1

（H20.4.1）
新潟県長岡市藤川１７１３番地の８

30 新 潟 県 柏崎厚生病院 医療法人立川メディカルセンター
H21.4.1

（H20.6.23）
新潟県柏崎市大字茨目字二ツ池２０７１番地の１

31 新 潟 県 黒川病院 医療法人白日会
H21.4.1

（H20.9.5）
新潟県胎内市下館大開1522

32 新 潟 県 高田西城病院 医療法人高田西城会 H21.4.1 新潟県上越市西城町2丁目8番30号

33 富 山 県 魚津緑ヶ丘病院 医療法人社団弘仁会 魚津緑ヶ丘病院 H22.8.2 富山県魚津市大光寺287番地

34 富 山 県 谷野呉山病院 医療法人社団 和敬会 H22.8.2 富山県富山市北代5200番地

35 石 川 県 石川県立高松病院 石川県 H21.4.1 石川県かほく市内高松ヤ36

36 石 川 県 加賀こころの病院 医療法人社団 長久会 H22.10.1 石川県加賀市幸町2丁目63番地

37 福 井 県 敦賀温泉病院 医療法人敦賀温泉病院 H21.4.1 福井県敦賀市吉河４１号１番地５号

38 福 井 県 松原病院 財団法人松原病院 H21.4.1 福井県福井市文京２丁目９－１

39 山 梨 県 山梨県立北病院 山梨県 H21.4.1 山梨県韮崎市旭町上條南割３３１４－１３

40 山 梨 県 日下部記念病院 医療法人財団　加納岩 H21.4.1 山梨県山梨市上神内川１３６３

41 長 野 県 飯田病院 医療法人栗山会 H21.4.1 長野県飯田市大通１丁目１５番地

42 長 野 県 安曇総合病院 長野県厚生農業協同組合連合会 H22.4.1 長野県北安曇郡池田町池田3207-1

43 静 岡 県 NTT東日本伊豆病院 東日本電信電話株式会社 H22.10.1 静岡県田方郡函南町平井750

44 三 重 県 松阪厚生病院 齋藤 純一
H22.4.1

（H21.4.1）
三重県松阪市久保町１９２７－２

45 三 重 県 三重県立こころの医療センター 三重県
H22.4.1

（H21.4.1）
三重県津市城山１丁目１２番１号

46 三 重 県 東員病院 医療法人康誠会
H22.4.1

（H21.4.1）
三重県員弁郡東員町穴太２４００

47 滋 賀 県 瀬田川病院 医療法人社団　瀬田川病院 H22.4.1 滋賀県大津市玉野浦４－２１

48 滋 賀 県 琵琶湖病院 医療法人明和会 H22.4.1 滋賀県大津市坂本１－８－５

指定年月日
（最初の指定年月日）

住所
都道府県
指定都市

医療機関名
開設者

（設立法人等）

※

※



指定年月日
（最初の指定年月日）

住所
都道府県
指定都市

医療機関名
開設者

（設立法人等）

49 滋 賀 県 豊郷病院 財団法人豊郷病院 H22.4.1 滋賀県犬上郡豊郷町大字八目１２

50 滋 賀 県 水口病院 社団法人水口病院 H22.4.1 滋賀県甲賀市水口町本町２－２－４３

51 大 阪 府 水間病院 医療法人河﨑会 H20.4.1 大阪府貝塚市水間５１

52 大 阪 府 関西医科大学附属滝井病院 学校法人関西医科大学 H20.4.1 大阪府守口市文園町１０－１５

53 大 阪 府 さわ病院 医療法人北斗会 H20.4.1 大阪府豊中市城山町１－９－１

54 大 阪 府 山本病院 医療法人清心会 H20.4.1 大阪府八尾市天王寺屋６－５９

55 大 阪 府 大阪さやま病院 医療法人六三会 H20.4.1 大阪府大阪狭山市岩室３－２１６－１

56 大 阪 府 新阿武山病院 特定医療法人大阪精神医学研究所 H20.4.1 大阪府高槻市奈佐原４－１０－１

57 兵 庫 県 兵庫医科大学病院 学校法人兵庫医科大学 H21.4.1 兵庫県西宮市武庫川町１番１号

58 兵 庫 県 兵庫県立淡路病院 兵庫県 H21.4.1 兵庫県洲本市下加茂１丁目６番６号

59 兵 庫 県 大塚病院 特定医療法人敬愛会 H21.4.1 兵庫県丹波市氷上町絹山５１３番地

60 兵 庫 県 リハビリテーション西播磨病院 兵庫県 H21.11.1 兵庫県たつの市新宮町光都１丁目７番１号

61 兵 庫 県 公立豊岡病院組合立豊岡病院 公立豊岡病院組合 H22.4.1 兵庫県豊岡市戸牧１０９４

62 奈 良 県 信貴山病院　ハートランドしぎさん 財団法人信貴山病院 H21.4.1 奈良県生駒郡三郷町勢野北４丁目１３番１号

63 奈 良 県 秋津鴻池病院 医療法人鴻池会 H21.4.1 奈良県御所市大字池之内１０６４番地

64 和 歌 山 県 国保日高総合病院 御坊市外五ヶ町病院経営事務組合
H22.4.1

(H21.12.1)
和歌山県御坊市薗１１６番地の２

65 和 歌 山 県 和歌山県立医科大学附属病院 公立大学法人和歌山県立医科大学 H22.10.4 和歌山県和歌山市紀三井寺８１１番地１

66 鳥 取 県 渡辺病院 社会医療法人明和会 H21.4.1 鳥取県鳥取市東町３丁目３０７番地

67 鳥 取 県 倉吉病院 社会医療法人仁厚会 H21.4.1 倉吉市山根４３番地

68 鳥 取 県 養和病院 特定・特別医療法人養和会 H21.4.1 米子市上後藤３丁目５番地１

69 鳥 取 県 南部町国民健康保険西伯病院 南部町 H21.4.1 西伯分南部町倭３９７番地

70 広 島 県 三原病院 医療法人大慈会 H22.7.20 三原市中之町６丁目３１－１

71 広 島 県 メープルヒル病院 医療法人知仁会 H22.7.20 大竹市玖波５丁目２－１

72 山 口 県 山口県立こころの医療センター 山口県 H21.7.1 山口県宇部市大字東岐波４００４－２

73 長 崎 県 出口病院 医療法人昌生会 H21.7.1 長崎県長崎市柿泊町２２５０番地

74 長 崎 県 佐世保中央病院 医療法人白十字会 H21.10.1 長崎県佐世保市大和町15番地

75 熊 本 県 熊本大学医学部附属病院 国立大学法人 H21.5.1 熊本市本荘１－１－１

76 熊 本 県 山鹿回生病院 医療法人回生会 H21.8.1 熊本県山鹿市古閑1500-1

77 熊 本 県 阿蘇やまなみ病院 医療法人高森会 H21.7.1 熊本県阿蘇市一の宮町宮地115-1

78 熊 本 県 くまもと青明病院 財団法人杏仁会 H21.7.1 熊本県熊本市渡鹿5-1-37

79 熊 本 県 益城病院 医療法人ましき会 H21.7.1 熊本県上益城郡益城町惣領1530

80 熊 本 県 平成病院 医療法人社団平成会 H21.7.1 熊本県八代市大村町720-1

81 熊 本 県 くまもと心療病院 特別医療法人再生会 H21.7.1 熊本県宇土市松山町1901

82 熊 本 県 天草病院 医療法人天草病院 H21.7.1 熊本県天草市佐伊津町5789

83 大 分 県 緑ヶ丘保養園 医療法人社団淵野会 H21.7.7 大分県大分市大字丹生1747

84 鹿 児 島 県 谷山病院 財団法人慈愛会 H21.12.1 鹿児島市小原町８番１号

85 鹿 児 島 県 松下病院 医療法人仁心会 H21.12.1 鹿児島県霧島市隼人町真孝９９８番地

86 鹿 児 島 県 宮之城病院 医療法人博仁会 H21.12.1 鹿児島県薩摩郡さつま町船木３４番地

87 鹿 児 島 県 栗野病院 医療法人永光会 H21.12.1 鹿児島県姶良郡湧水町北方１８５４

88 仙 台 市 仙台市立病院 仙台市 H20.4.1 仙台市若林区清水小路３番地の１

89 仙 台 市 東北厚生年金病院 社団法人 全国社会保険協会連合会 H22.4.1 仙台市宮城野区福室1-12-1

90 さいたま市 埼玉精神神経センター 社会福祉法人毛呂病院 H21.4.1 さいたま市中央区本町東６－１１－１

91 大 阪 市 大阪市立大学医学部附属病院 公立大学法人大阪市立大学 H21.4.1 大阪市阿倍野区旭町１丁目５番７号

92 大 阪 市 ほくとクリニック病院 医療法人北斗会 H21.4.1 大阪市大正区三軒家西１丁目１８番７号

93 大 阪 市 大阪市立弘済院附属病院 大阪市 H21.4.1 吹田市古江台６丁目２番１号

94 堺 市 浅香山病院 財団法人浅香山病院 H20.12.1 堺市堺区今池３－３－１６

95 堺 市 阪南病院 医療法人杏和会 H22.7.1 堺市中区八田南之町277番地

96 神 戸 市 神戸大学医学部附属病院 公立大学法人神戸大学 H21.11.1 神戸市中央区楠町７丁目５番２号

97 北 九 州 市 小倉蒲生病院 医療法人（財団）小倉蒲生病院
H21.4.1

（H20.6.23）
北九州市小倉南区蒲生五丁目５番１号

98 福 岡 市 九州大学病院 国立大学法人九州大学 H21.11.1 福岡市東区馬出３丁目１番１号

注）　※印の２センターについては、２０年度中に事前協議が済んでいるもの。
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３．精神障害者地域移行・地域定着支援事業実績

※１：平成１５～１７年度まではモデル事業、平成１８～１９年度までは、精神障害者退院促進支援事業として実施。

平成２０～２１年度については、精神障害者地域移行支援特別対策事業として実施。

※２：退院者数については、当該年度内に退院した者の数であり、年度を越えて退院した者の数は、含まれていない。

※３：平成２２年度は実施予定も含む。

平成２２年８月末現在

実施自治体数 全圏域数 実施圏域数
実施圏域数／全圏

域数
事業対象者数（人） 退院者数（人）

平成15年度 16（含指定都市１） － － － 226 72

平成16年度 28（含指定都市３） － － － 478 149

平成17年度 29（含指定都市５） － － － 612 258

平成18年度 ２６都道府県 385 148 38.40% 786 261

平成19年度 ４２都道府県 389 236 60.70% 1,508 544

平成20年度 ４５都道府県 386 295 76.40% 2,021 745

平成21年度 ４７都道府県 372 309 83.06% 2,272 790

平成22年度 ４７都道府県 372 309 83.06% - -



４．平成２１年度精神保健福祉センター事業実績

　（１） 一 般 事 業
技術援助 研  修  会 広　 報 　普 　及 相　 談 　事 　業 調査研究

都道府県等 技術指導 (講習会) (講習会・座談会等) 課  題  数 備　　　考
回　　　 数 回　　　 数 回　　　 数 参加人数 実  件  数 延  件  数 延  件  数

北 海 道 217 10 2 362 193 794 8
青 森 県 85 5 1 156 53 262 2
岩 手 県 305 18 11 416 2,035 2,199
宮 城 県 60 8 154 4
秋 田 県 238 56 150 1
山 形 県 175 4 1 280 73 250 1
福 島 県 9 1 100 189 307 2
茨 城 県 36 37 27 111 229 1,265
栃 木 県 30 38 99 1,078 302 1,891 3
群 馬 県 14 25 13 820 151 187 8
埼 玉 県 739 35 4 1,201 6,117 8,139 45
千 葉 県 6,832 139 99 1,546 4,195 5,961 3
東 京 都 4,262 24 141 5,119 685 2,531 14
神 奈 川 県 770 16 18 1,124 36 53 11
新 潟 県 74 19 7 622 37 286 5
富 山 県 307 5 37 2,120 309 3,316 4
石 川 県 116 14 10 930 128 371
福 井 県 25 36 14 500 142 1,005 1
山 梨 県 38 22 14 1,254 7 12 3
長 野 県 436 29 60 2,303 431 2,517 17
岐 阜 県 84 5 1 210 96 303
静 岡 県 51 3 6 14 5
愛 知 県 203 22 24 814 471 654 10
三 重 県 314 40 17 797 745 3
滋 賀 県 59 10 23 1,604 1,028 1,028
京 都 府 17 3 33 1,555 1
大 阪 府 48 141 9,421
兵 庫 県 1,175 9 110 1,963 1,770 1,948 2
奈 良 県 36 9 1 70 201 239 3
和 歌 山 県 19 12 7 322 104 306
鳥 取 県 271 3 20 1,146 662 3,294 1
島 根 県 11 2 11 118 31 80 1
岡 山 県 66 326 7,011 1
広 島 県 109 35 4 698 287 2,678 2
山 口 県 39 2 2 190 80 234 2
徳 島 県 176 103 316
香 川 県 85 84 1,333 1
愛 媛 県 131 4 17 900 371 510 2
高 知 県 98 160 316 1
福 岡 県 31 14 7 433 2,937 3,154 5
佐 賀 県 15 12 18 1,012 12 12 1
長 崎 県 172 9 24 1,721 679 1,037
熊 本 県 19 2 1 106 26 39
大 分 県 73 63 3 205 1,098 1,194 1
宮 崎 県 1,968 21 6 437 54 78 1
鹿 児 島 県 86 21 928 1,211 2
沖 縄 県 50 11 1 479 20 25 2
札 幌 市 175 8 16 4,126 374 701 5
仙 台 市 765 14 1 275 70 859 4
さいたま市 131 1 78 245 65 65 3
千 葉 市 13 21 43 1,244 816 1,370
横 浜 市 62 58 6 1,263 355 539 10
川 崎 市 47 5 52 863 184 664 1
新 潟 市 44 4 23 2,095 1,701 3,128
静 岡 市 47 5 43 2,542 1,010 6
浜 松 市 7 12 15 365 25 42 4
名 古 屋 市 68 47 25 1,836 33 37
京 都 市 42 15 60 403 104 410 1
大 阪 市
堺 市 17 41 22 864 316 2,480 4
神 戸 市 61 1 7 262 295 295
岡 山 市 141 3 2 350 178 408 2
広 島 市 204 32 978 1,973 10
北 九 州 市 53 16 59 801 259 259 4
福 岡 市
合 計 22,003 1,119 1,308 50,801 32,837 84,625 233

( 東京都内訳）
中 部 849 17 119 3,980 206 342 9
多 摩 2,696 5 277 721 4
台 東 区 717 2 22 1,139 202 1,468 1
資料：精神・障害保健課調



（2-1） 特定相談事業（思春期）

技術援助 研  修  会 広　 報 　普 　及 相　 談 　事 　業
都道府県等 技術指導 (講習会) (講習会・座談会等) 備　　　考

回　　　 数 回　　　 数 回　　　 数 参加人数 実  件  数 延  件  数

北 海 道 24 1 31 31
青 森 県 9 1 9 59 38 123
岩 手 県 27 1 9 220 64 72
宮 城 県 6 1 1 66 43 239
秋 田 県 71 1 13 215 6 6
山 形 県 7 1 1 170 52 725
福 島 県 4 2 3 35 40 75
茨 城 県 2 1 227 61 280
栃 木 県 7 3 24 90 30 225
群 馬 県 4 1 310 49 70
埼 玉 県 7 18 354
千 葉 県 112 2 1 262 105 105
東 京 都 384 4 123 1,527 341 1,344
神 奈 川 県 14 75 95
新 潟 県 3 5 27 24 200
富 山 県 49 3 3 81 66 847
石 川 県 27 2 17 645 78 320
福 井 県 15 12 3 250 35 279
山 梨 県 118 4 128 912
長 野 県 103 6 12 67 55 437
岐 阜 県
静 岡 県 38 2 22 61
愛 知 県 4 39 62
三 重 県 15 16 5 46 108
滋 賀 県 15 6 54 280 68 829
京 都 府 5 20 104 99 1,067
大 阪 府 7 6 590 509 4,247
兵 庫 県 38 5 32 803 145 600
奈 良 県
和 歌 山 県 3 1 10 39
鳥 取 県 54 28 228 187 1,567
島 根 県 1 1 16 56 7 9
岡 山 県 9 2 25
広 島 県 3 8 76 541
山 口 県 64 4 1 350 77 139
徳 島 県 41 1 74 373
香 川 県 42 2 2 49 96 611
愛 媛 県 1 100 821 361 1,141
高 知 県 8 6 21 111
福 岡 県 6 5 5 892 191 198
佐 賀 県 19 1 46 109
長 崎 県 4 1 50 26 27
熊 本 県 27 3 77 170
大 分 県 29 15 72 186 224
宮 崎 県 4 11 11
鹿 児 島 県 3 3 232 244
沖 縄 県 7 1 223 10 10
札 幌 市 8 3 100 218
仙 台 市 1 1 79 66 532
さ い た ま 141 2 21 96 98 759
千 葉 市 1 1 39 83 115
横 浜 市 6 2 1 89 73 82
川 崎 市 641 5 23 169 220 1,857
新 潟 市 7 10 11
静 岡 市 14 1 4 56 119
浜 松 市 1 1 19 224 90 265
名 古 屋 市 1 2 10 66 42 48
京 都 市 38 3 148 1,499 86 382
大 阪 市
堺 市 3 89
神 戸 市 1 18 18
岡 山 市 9 1 17 34 109
広 島 市 12 1 181 200
北 九 州 市
福 岡 市
合 計 2,305 144 741 11,149 5,015 24,066

( 東京都内訳）
中 部 63 17 70 57 448
多 摩 65 3 57 538 152 578
台 東 区 256 1 49 919 132 318
資料：精神・障害保健課調



（2-2） 特定相談事業（アルコール）
技術援助 研  修  会 広　 報 　普 　及 相　 談 　事 　業

都道府県等 技術指導 (講習会) (講習会・座談会等) 備　　　考
回　　　 数 回　　　 数 回　　　 数 参加人数 実  件  数 延  件  数

北 海 道 10 1
青 森 県 2 2
岩 手 県 18 1 1 25 69 98
宮 城 県 1 1 88 5 6
秋 田 県 3 1 1 83 6 7
山 形 県 5 1 143 22 368
福 島 県 3 43 71
茨 城 県 1 39 49
栃 木 県 5 11
群 馬 県 8 42 16 17
埼 玉 県 37 2 17 243
千 葉 県 85 13 13 842 192 224
東 京 都 343 4 211 3,185 521 1,953
神 奈 川 県 8 5 3 80 66 71
新 潟 県
富 山 県 58 1 2 20 43 250
石 川 県 5 2 2 236 2 5
福 井 県 2 13 13 565 13 51
山 梨 県 5 1 179 10 17
長 野 県 6 1 15 78
岐 阜 県 6 2 34 34
静 岡 県 2 15 28
愛 知 県 6 31 31
三 重 県 3 45
滋 賀 県 23 2 7 320 74 74
京 都 府 1 10 533 14 133
大 阪 府 4 642 1,893
兵 庫 県 24 5 17 166 60 87
奈 良 県
和 歌 山 県
鳥 取 県 3 6 22 33
島 根 県 3 3 232 2 2
岡 山 県 5 1 13 94 2 21
広 島 県 1 4 4 19
山 口 県 2 3 1 170 19 21
徳 島 県 33 2 11 16
香 川 県 10 24 96 2 18
愛 媛 県 8 204 14 73
高 知 県 5 1 13 90 18 36
福 岡 県 20 13 11 266 189 196
佐 賀 県 12 5 24 3,328 10 20
長 崎 県 5 1 2 84 19 22
熊 本 県 5 1 12 80 24 29
大 分 県 21 2 19 556 680 695
宮 崎 県 78 1 1 56 7 7
鹿 児 島 県 3 1 120 202 202
沖 縄 県 4
札 幌 市 5 2 1 150 40 48
仙 台 市 144 2 2 314 34 455
さ い た ま 38 5 25 467 27 105
千 葉 市 62 87
横 浜 市 6 2 11 139 75 78
川 崎 市 12 19 365 80 271
新 潟 市 3 1 37 16 18
静 岡 市 5 5 118 3
浜 松 市 4 3 35 17 17
名 古 屋 市 6 7
京 都 市 17 1 70 1,295 50 81
大 阪 市
堺 市 12 12
神 戸 市 1 1 412 4 4
岡 山 市 2 3 3 32 10 13
広 島 市 8 1 87 55 61
北 九 州 市 13 12 2 871 14 14
福 岡 市
合 計 1,110 137 567 16,205 3,683 8,530

( 東京都内訳）
中 部 121 1 38 159 91 493
多 摩 59 2 98 1,484 235 758
台 東 区 163 1 75 1,542 195 702
資料：精神・障害保健課調



（３） 心の健康づくり推進事業
技術援助 研  修  会 広　 報 　普 　及 相　 談 　事 　業 心の電話

都道府県等 技術指導 (講習会) (講習会・座談会等) 相談事業 備　　　考
回　　　 数 回　　　 数 回　　　 数 参加人数 実  件  数 延  件  数 延  件  数

北 海 道 12 63 153 2,736
青 森 県 32 3 124
岩 手 県 6 5 123 57 82 712
宮 城 県 16 9 7 642 142 375 3,334
秋 田 県 296 35 104 5,083
山 形 県 19 3 2 512 2 2 1,978
福 島 県 35 310 825 2,283
茨 城 県 1 3 368 57 297 2,737
栃 木 県 11 1 250 16 183 3,345
群 馬 県 1 3 3 4,924
埼 玉 県 46 5 87 727 2,291
千 葉 県 9 28 8 3,448 5 9 1,849
東 京 都 141 5 26 2,658 97 318 11,997
神 奈 川 県 28 41 15 1,044 34 34 7,516
新 潟 県 62 21 9 12 1,026
富 山 県 110 2 25 1,447 490 490 1,756
石 川 県 50 28 1,483 32 214 5,097
福 井 県 78 15 607 146 2,461 2,226
山 梨 県 111 4 1 180 116 619 3,660
長 野 県 110 29 1 23 37 121 3,261
岐 阜 県 3 75 3,966
静 岡 県 22 1 6 6 3,995
愛 知 県 27 1 5 2,324 716 752 7,142
三 重 県 50 10 457 63 120
滋 賀 県 54 71 71 2,948
京 都 府 14 124 65 1,497 2,551
大 阪 府 48 15 21 609 142 1,819 3,175
兵 庫 県 80 1 13 285 32 124 1,544
奈 良 県
和 歌 山 県 865
鳥 取 県 10 692
島 根 県 17 42 130 1,522
岡 山 県 12 2 500 36 1,020 642
広 島 県 2 690 2,626
山 口 県 2 510 1,311
徳 島 県
香 川 県 5 83 766 2,957
愛 媛 県 413 498 1,152
高 知 県 5 37 157 69 118 575
福 岡 県 146 22 22 1,518 2,384 2,395 3,192
佐 賀 県 68 5 44 2,460 115 193 4,094
長 崎 県 8 8 1,858 31 38 999
熊 本 県 127 9 33 137 268 942 5,443
大 分 県 5 17 5 321 1,435 1,439 2,740
宮 崎 県 15 6 42 63 4,495
鹿 児 島 県 32 3 14 255 299 299 1,718
沖 縄 県 15 1 312 50 53 2,872
札 幌 市 1 2,888
仙 台 市 24 1 4 265 103 889 12,161
さ い た ま 156 2 13 244 153 977 2,239
千 葉 市 1,930
横 浜 市 1 4 3 378 30 34 7,696
川 崎 市 5 6 34 22 92 1,915
新 潟 市 14 610 38 41
静 岡 市 63 16 16 1,248 289 1,191
浜 松 市 47 2 1 78 9 9 1,586
名 古 屋 市 1 1 500 12 12 1,647
京 都 市 8 5 31 804 30 152 2,761
大 阪 市
堺 市 2,817
神 戸 市 15 309 1,354
岡 山 市 13 5 3 90 28 48 1,634
広 島 市 35 2 8 523 690 1,005 910
北 九 州 市 23 36 9 641 88 88 60
福 岡 市
合 計 2,274 316 507 31,793 9,240 22,951 173,368

( 東京都内訳）
中 部 20 2 17 1,787 23 125 8,103
多 摩 64 2 5 136 41 101 2,050
台 東 区 57 1 4 735 33 92 1,844
資料：精神・障害保健課調



（４） 社会復帰促進事業

技術援助 研  修  会 広　 報 　普 　及 相　 談 　事 　業
都道府県等 技術指導 (講習会) (講習会・座談会等) 備　　　考

回　　　 数 回　　　 数 回　　　 数 参加人数 実  件  数 延  件  数

北 海 道 7
青 森 県 7 1 6 70 26 35
岩 手 県 67 508 586
宮 城 県 79 5 5 409 7 13
秋 田 県 49 32 106
山 形 県 12 2 5
福 島 県 27 12 21
茨 城 県 13 1 1 485 2 14
栃 木 県 14 1 22 257
群 馬 県 1 1
埼 玉 県 55 3 9 106 196 2,361
千 葉 県 239 6 14 1,496 545 1,705
東 京 都 5,795 12 29 1,201 767 109,701
神 奈 川 県 34 3 33 50
新 潟 県 36
富 山 県 95 3 13 352 25 34
石 川 県 81 1 11 323 49 271
福 井 県 24 23 2 625 34 316
山 梨 県 87 3 10 263 34 115
長 野 県 242 11 7 557 31 167
岐 阜 県
静 岡 県 31 4 1 1
愛 知 県 45 42 2 85 188 362
三 重 県 91 4 52 684
滋 賀 県 54 2 7 7
京 都 府 15 1 124 5,659
大 阪 府 1,962 101 8 490 2,749 10,306
兵 庫 県 2,094 10 30 1,843 237 291
奈 良 県
和 歌 山 県 1
鳥 取 県 124 4 9 395 83 386
島 根 県 11 5 5
岡 山 県 33 2 5 182 13 114
広 島 県 16 4 72 650
山 口 県 8 10 1 400 2 2
徳 島 県 64 1 13 65
香 川 県 89 18 8 87 13 55
愛 媛 県 1 98 592 547 963
高 知 県 29 2 12 21
福 岡 県 93 21 26 633 651 654
佐 賀 県 7 1 1 250 2 5
長 崎 県 132 6 2 430 43 67
熊 本 県 41 2 5 95 102 112
大 分 県 34 12 19 351 1,826 5,724
宮 崎 県 2 1 5 12
鹿 児 島 県 22 22
沖 縄 県 36 4 2,104 1 2
札 幌 市 17 1 5 425 86 867
仙 台 市 326 3 31 662 18 239
さ い た ま 10 1 2 170 6 80
千 葉 市 4
横 浜 市
川 崎 市 578 196 308
新 潟 市
静 岡 市 17 2 2 81 17
浜 松 市 4 2 2
名 古 屋 市 40 2 1 104 36 1,487
京 都 市 268 8 30 585 3 7
大 阪 市
堺 市 108 13 167
神 戸 市 9 5
岡 山 市 90 1 13 65 10 46
広 島 市 111 8 27 316 213 405
北 九 州 市 92 16 6 318 127 127
福 岡 市
合 計 13,644 370 446 16,602 9,754 145,679

( 東京都内訳）
中 部 1,773 1 300 537 63,830
多 摩 1,328 12 12 725 196 43,163
台 東 区 2,694 16 176 34 2,708
資料：精神・障害保健課調



５．精神医療審査会関係資料
（１）都道府県別精神医療審査会関係資料

（平成21年度）

審査結果 審査結果

北 海 道 2,086 0 0 60 0 0 22 0 2 0
青 森 県 1,067 0 0 28 0 0 25 0 9 0
岩 手 県 442 0 0 40 3 3 22 1 1 0
宮 城 県 799 0 0 7 0 0 12 0 0 0
秋 田 県 1,179 0 0 16 0 0 43 0 2 0
山 形 県 1,034 0 0 25 0 0 13 0 0 0
福 島 県 1,112 0 0 17 0 0 32 1 0 0
茨 城 県 1,562 0 0 46 0 0 13 0 0 0
栃 木 県 1,550 0 0 122 0 0 5 0 0 0
群 馬 県 1,548 0 0 15 0 0 27 0 2 0
埼 玉 県 5,003 0 0 84 0 0 63 1 2 0
千 葉 県 3,317 0 0 122 0 0 71 0 0 0
東 京 都 5,057 0 0 135 0 0 87 2 11 1
神奈川県 2,322 0 0 37 0 0 46 6 0 0
新 潟 県 1,609 0 0 14 0 0 34 0 8 0
富 山 県 1,345 0 0 37 0 0 25 0 5 0
石 川 県 1,253 0 0 23 0 0 28 0 2 0
福 井 県 499 0 0 13 0 0 12 0 0 0
山 梨 県 714 0 0 28 0 0 18 0 0 0
長 野 県 1,057 0 0 113 0 0 42 0 0 0
岐 阜 県 1,042 0 0 33 0 0 37 0 4 0
静 岡 県 892 0 0 23 0 0 47 1 3 0
愛 知 県 1,693 0 0 88 0 0 29 0 3 0
三 重 県 1,338 0 0 26 0 0 39 0 0 0
滋 賀 県 495 0 0 7 0 0 14 1 0 0
京 都 府 693 0 0 8 0 0 33 0 7 0
大 阪 府 4,490 0 0 30 0 0 136 6 42 5
兵 庫 県 2,336 0 0 41 0 0 37 0 9 0
奈 良 県 916 0 0 12 0 0 32 1 7 1
和歌山県 549 0 0 5 0 0 8 0 0 0
鳥 取 県 645 0 0 16 0 0 10 0 2 0
島 根 県 880 0 0 17 0 0 24 1 2 0
岡 山 県 727 1 2 17 0 0 19 3 1 1
広 島 県 1,901 0 0 104 0 0 8 0 1 0
山 口 県 2,276 0 0 20 0 0 61 0 32 0
徳 島 県 500 0 0 49 0 0 29 0 0 0
香 川 県 334 0 0 16 0 0 34 2 0 0
愛 媛 県 1,341 1 2 27 0 0 14 0 2 0
高 知 県 1,022 0 0 22 0 0 26 2 1 0
福 岡 県 3,334 0 0 115 0 0 146 20 10 1
佐 賀 県 1,327 0 0 54 0 0 24 0 1 0
長 崎 県 1,264 0 0 57 0 0 54 3 27 1
熊 本 県 2,518 0 0 113 0 0 35 0 3 0
大 分 県 1,594 0 0 19 0 0 11 0 0 0
宮 崎 県 857 0 0 13 0 0 11 2 2 0
鹿児島県 1,972 0 0 73 0 0 64 1 7 0
沖 縄 県 1,202 0 0 54 0 0 31 1 3 0
札 幌 市 2,063 0 0 29 0 0 9 0 0 0
仙 台 市 862 0 0 3 0 0 7 0 0 0
さいたま 403 0 0 5 0 0 14 0 3 0
千 葉 市 478 0 0 18 0 0 24 1 2 0
横 浜 市 1,820 0 0 11 0 0 46 0 2 0
川 崎 市 451 0 0 12 0 0 12 0 0 0
新 潟 市 1,376 0 0 4 0 0 24 0 9 0
静 岡 市 149 0 0 10 0 0 23 2 2 1
浜 松 市 495 0 0 6 0 0 16 0 2 0
名古屋市 1,228 0 0 93 0 0 34 0 0 0
京 都 市 975 0 0 21 0 0 43 3 13 0
大 阪 市 1 0 0 30 0 0 0 0 0 0
堺 市 943 0 0 15 0 0 18 1 3 1
神 戸 市 1,046 0 0 5 0 0 16 0 2 0
岡 山 市 1,043 0 0 9 0 0 65 0 7 0
広 島 市 921 0 0 46 0 0 26 0 0 0
北九州市 687 0 0 43 0 0 22 0 3 0
福 岡 市 869 0 0 43 0 0 39 0 4 0
合 計 88,503 2 4 2,444 3 3 2,091 62 265 12

資料：衛生行政報告例

定期報告（医療保護入院） 定期報告（措置入院） 退院請求 処遇改善請求

他の
入院形態
への移行
が適当

入院継続
不要

他の
入院形態
への移行
が適当

入院継続
不要

審査件数審査件数

審査結果

審査件数

審査結果

審査件数
入院又は
処遇は
不適当

入院又は
処遇は
不適当



74,000 

76,000 

78,000 

80,000 

82,000 

84,000 

86,000 

88,000 

90,000 

0 

500 

1,000 

1,500 

2,000 

2,500 

3,000 

3,500 

4,000 

平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

（２）定期報告、退院等請求の件数推移

定期報告（措置入院）

退院請求

処遇改善請求

定期報告（医療保護入院）

定期報告（医療保護入院）
（件）
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資料：精神・障害保健課調

請求受理から意見聴
取までに２０日以上
を要している。



６．精神科病院関係資料

（１）開設者別精神科病院数及び精神病床数の年次推移
(各年6月30日現在）

　　総　　　　 数 国　　　　　　　　　　　公　　　　　　　　　　立 そ　の　他

年　　次 国 都 道 府 県 市 　町 　村 公的医療機関 計 （法人・個人）

病院数 病床数 病院数 病床数 病院数 病床数 病院数 病床数 病院数 病床数 病院数 病床数 病院数 病床数

60 1,604 333,570 89 9,240 74 17,006 83 8,135 50 5,882 296 40,263 1,308 293,307

61 1,610 339,161 91 9,306 75 17,179 81 7,950 50 5,973 297 40,408 1,313 298,753

62 1,627 345,494 91 9,327 75 17,143 81 7,981 51 6,033 298 40,484 1,329 305,010

63 1,641 351,358 91 9,276 76 17,138 82 8,043 51 6,033 300 40,490 1,341 310,868

平成元年 1,648 355,089 91 9,284 77 17,112 83 8,101 51 6,073 302 40,570 1,346 314,519

2 1,655 358,251 91 9,304 78 17,275 83 8,151 51 5,952 303 40,682 1,352 317,569

3 1,660 360,303 92 9,344 77 17,224 83 8,151 51 5,915 303 40,634 1,357 319,669

4 1,663 361,830 92 9,344 78 17,274 83 8,231 52 5,985 305 40,834 1,358 320,996

5 1,672 363,010 92 9,332 78 17,274 82 8,128 53 6,075 305 40,809 1,367 322,201

6 1,672 362,692 92 9,332 78 17,210 82 8,134 53 6,049 305 40,725 1,367 321,967

7 1,671 362,154 93 9,324 79 17,206 82 8,079 53 5,762 307 40,371 1,364 321,783

8 1,667 361,053 93 9,347 80 17,227 82 8,083 52 5,685 307 40,342 1,360 320,711

9 1,669 360,432 93 9,357 82 17,392 82 8,048 59 5,971 316 40,768 1,353 319,664

10 1,670 359,563 94 9,332 82 17,338 82 7,950 50 5,514 308 40,134 1,362 319,429

11 1,670 358,609 94 9,207 83 17,207 82 7,870 49 5,432 308 39,716 1,362 318,893

12 1,673 358,597 93 9,075 85 17,259 82 7,879 49 5,239 309 39,452 1,364 319,145

13 1,669 357,388 94 9,081 87 17,091 78 7,657 49 5,116 308 38,945 1,361 318,443

14 1,670 356,621 93 9,071 88 17,144 77 7,550 49 4,985 307 38,750 1,363 317,871

15 1,667 355,269 93 9,059 87 16,747 76 7,503 48 4,753 304 38,062 1,363 317,207

16 1,671 354,923 92 8,711 86 16,431 76 7,446 47 4,596 301 37,184 1,370 317,739

17 1,671 354,313 91 8,577 84 15,851 74 7,200 46 4,456 295 36,084 1,376 318,229

18 1,668 352,721 91 8,552 80 15,122 70 6,952 44 4,344 285 34,970 1,383 317,751

19 1,671 351,762 89 8,402 78 14,902 71 6,659 45 4,264 283 34,227 1,388 317,535

20 1,667 350,353 88 8,190 76 14,441 68 6,203 57 5,562 289 34,396 1,378 315,957

21 1,667 348,129 88 8,132 71 13,213 67 5,858 60 6,039 286 33,242 1,381 314,887

　資料：病院報告



（２）精神障害者申請・通報・届出及び処理状況の年次推移
　

年 総
　

次 計

           
平成２年 581 3,665 1,058 12 278 52 5,646 1,902 2,164 1,586 -

          
　３ 533 3,581 1,026 19 246 55 5,460 1,745 2,283 1,421 -

          
　４ 458 3,710 1,029 16 277 54 5,544 1,655 2,530 1,370 -

          
　５ 463 3,788 1,077 13 253 48 5,642 1,769 2,643 1,257 -

          
　６ 501 3,859 1,096 12 230 60 5,758 1,721 2,732 1,230 -

          
　７ 394 4,202 1,031 10 231 61 5,929 1,612 3,074 1,196 -

　８ 470 4,547 1,080 14 257 49 6,417 1,815 3,430 1,156 -

　９ 386 4,827 1,028 13 237 49 6,540 2,004 3,358 1,164 -

　１０ 414 4,707 977 11 311 52 6,472 2,126 3,240 1,091 -

　１１ 434 5,245 951 14 325 45 7,014 2,323 3,497 1,177 -

　１２ 511 7,557 1,075 7 397 44 9,591 3,402 4,546 1,641 -

　１３ 480 8,012 1,041 9 495 60 10,097 3,716 4,497 1,875 -

　１４ 563 8,487 1,096 10 852 45 11,053 4,252 4,792 2,009 -

　１５ 526 8,876 1,055 16 1,266 37 11,776 4,768 4,965 2,028 -

　１６ 405 10,527 1,150 17 1,562 29 13,690 6,470 5,038 2,175 -

　１７ 355 10,386 985 25 1,909 27 13,687 6,728 4,904 2,081 -

　１８ 374 11,731 1,092 8 2,217 29 15,451 8,002 5,273 2,059 -

　１９ 373 11,698 1,134 20 2,120 30 15,375 7,924 5,407 2,026 -

　
年 総

　

次 計

　２０ 326 12,133 1,269 33 2,303 27 22 16,113 8,516 1,674 5,400 512 438

　２１ 348 11,849 1,248 46 2,858 24 19 16,392 8,611 1,440 5,406 394 549
資料：衛生行政報告例

申 請 ・ 通 報 ・ 届 出 件 数

調査により診
察の必要がな
いと認めた者

診 察 を 受 け た 者

一般からの
申請

警察官からの
通報

検察官からの
通報

保護観察所の
長からの通報

矯正施設から
の通報

精神科病院の
管理者からの

届出

精 神 障 害 者

精神障害者で
なかった者

法第２９条該
当症状の者

法第２９条該
当症状でな
かった者

申請・通報・届出件数

調査により診
察の必要がな
いと認めた者

1次診察のみ
実施

2次診察実施法
第29条該当症

状の者

法第29条該当症状
でなかった者

一般からの
申請

警察官からの
通報

検察官からの
通報

保護観察所の
長からの通報

矯正施設から
の通報

精神科病院の
管理者からの

届出

心身喪失等の
状態で重大な
他害行為を

行った者に係
る通報

措置以外
の入院

入院以外
の処遇



（３）都道府県別精神科病院数・精神病床数及び在院患者数等の状況
(平成20年6月30日現在)

人　　　口
精 神 科

病 院 数

精 神

病 床 数

人口万対

病 床 数

在 院
患 者 数

Ａ

人口万対
在院患者

数

措　　　置
入院者数

Ｂ

人口万対
措　　置

入院者数

病 床
利 用 率
（ ％ ）

措  置  率
Ｂ／Ａ
（％）

北 海 道 3,691,632 87 13,976 37.9 12,386 33.6 30 0.08 88.6 0.2
青 森 1,430,543 27 4,585 32.1 4,004 28.0 20 0.14 87.3 0.5
岩 手 1,366,652 22 4,651 34.0 4,061 29.7 24 0.18 87.3 0.6
宮 城 1,331,141 21 3,782 28.4 3,310 24.9 9 0.07 87.5 0.3
秋 田 1,130,823 27 4,308 38.1 3,860 34.1 11 0.10 89.6 0.3
山 形 1,194,071 21 3,879 32.5 3,503 29.3 20 0.17 90.3 0.6
福 島 2,075,555 36 7,392 35.6 6,464 31.1 13 0.06 87.4 0.2
茨 城 2,982,000 34 7,480 25.1 6,442 21.6 43 0.14 86.1 0.7
栃 木 2,006,701 28 5,315 26.5 4,697 23.4 62 0.31 88.4 1.3
群 馬 2,012,151 20 5,261 26.1 4,839 24.0 11 0.05 92.0 0.2
埼 玉 5,878,996 61 13,334 22.7 12,250 20.8 92 0.16 91.9 0.8
千 葉 5,172,945 45 11,524 22.3 10,435 20.2 60 0.12 90.6 0.6
東 京 12,462,196 115 24,483 19.6 21,054 16.9 236 0.19 86.0 1.1

神 奈 川 3,871,703 31 7,087 18.3 6,367 16.4 33 0.09 89.8 0.5
新 潟 1,609,633 20 4,285 26.6 3,851 23.9 13 0.08 89.9 0.3
富 山 1,106,340 31 3,452 31.2 3,237 29.3 20 0.18 93.8 0.6
石 川 1,167,151 21 3,849 33.0 3,576 30.6 10 0.09 92.9 0.3
福 井 815,344 15 2,419 29.7 2,116 25.9 12 0.15 87.5 0.6
山 梨 871,481 11 2,440 28.0 2,088 24.0 14 0.16 85.6 0.7
長 野 2,176,806 33 5,244 24.1 4,592 21.1 58 0.27 87.6 1.3
岐 阜 2,095,484 20 4,273 20.4 3,854 18.4 19 0.09 90.2 0.5
静 岡 2,274,244 23 4,144 18.2 3,550 15.6 13 0.06 85.7 0.4
愛 知 5,021,104 38 8,658 17.2 8,097 16.1 45 0.09 93.5 0.6
三 重 1,856,282 18 4,829 26.0 4,517 24.3 21 0.11 93.5 0.5
滋 賀 1,377,886 12 2,403 17.4 2,078 15.1 8 0.06 86.5 0.4
京 都 1,170,607 10 2,583 22.1 2,317 19.8 13 0.11 89.7 0.6
大 阪 5,320,065 49 16,420 30.9 15,071 28.3 54 0.10 91.8 0.4
兵 庫 4,077,119 29 8,143 20.0 7,633 18.7 26 0.06 93.7 0.3
奈 良 1,419,626 10 2,896 20.4 2,393 16.9 2 0.01 82.6 0.1

和 歌 山 1,045,973 13 2,369 22.6 2,082 19.9 4 0.04 87.9 0.2
鳥 取 602,411 13 2,031 33.7 1,831 30.4 14 0.23 90.1 0.8
島 根 733,123 17 2,492 34.0 2,239 30.5 15 0.20 89.8 0.7
岡 山 1,948,250 23 5,843 30.0 4,932 25.3 16 0.08 84.4 0.3
広 島 1,714,689 28 6,284 36.6 5,684 33.1 35 0.20 90.4 0.6
山 口 1,479,840 33 6,162 41.6 5,799 39.2 21 0.14 94.1 0.4
徳 島 805,951 18 3,978 49.4 3,534 43.9 23 0.29 88.8 0.7
香 川 1,019,333 19 3,501 34.3 3,096 30.4 9 0.09 88.4 0.3
愛 媛 1,471,510 24 5,220 35.5 4,457 30.3 19 0.13 85.4 0.4
高 知 784,038 23 3,827 48.8 3,291 42.0 16 0.20 86.0 0.5
福 岡 2,672,690 63 13,456 50.3 12,561 47.0 94 0.35 93.4 0.7
佐 賀 864,738 19 4,323 50.0 4,061 47.0 42 0.49 93.9 1.0
長 崎 1,469,197 38 8,053 54.8 7,305 49.7 29 0.20 90.7 0.4
熊 本 1,844,644 46 9,013 48.9 8,308 45.0 73 0.40 92.2 0.9
大 分 1,215,388 29 5,367 44.2 5,079 41.8 25 0.21 94.6 0.5
宮 崎 1,161,026 25 5,861 50.5 5,562 47.9 6 0.05 94.9 0.1

鹿 児 島 1,739,075 52 9,982 57.4 9,288 53.4 54 0.31 93.0 0.6
沖 縄 1,391,215 25 5,521 39.7 5,128 36.9 45 0.32 92.9 0.9

札 幌 市 1,880,138 38 7,323 38.9 6,860 36.5 28 0.15 93.7 0.4
仙 台 市 1,003,733 16 2,498 24.9 2,117 21.1 2 0.02 84.8 0.1
さいたま 1,188,340 6 1,266 10.7 1,104 9.3 7 0.06 87.2 0.6
千 葉 市 917,854 9 1,499 16.3 1,176 12.8 36 0.39 78.4 3.1
横 浜 市 3,585,785 31 5,476 15.3 4,589 12.8 30 0.08 83.8 0.7
川 崎 市 1,340,801 8 1,460 10.9 1,345 10.0 12 0.09 92.2 0.9
新 潟 市 803,470 10 2,665 33.2 2,534 31.5 4 0.05 95.1 0.2
静 岡 市 710,854 6 1,084 15.2 839 11.8 11 0.15 77.4 1.3
浜 松 市 790,302 11 1,919 24.3 1,717 21.7 6 0.08 89.5 0.3
名古屋市 2,164,640 15 4,612 21.3 4,127 19.1 37 0.17 89.5 0.9
京 都 市 1,387,935 13 3,905 28.1 3,460 24.9 8 0.06 88.6 0.2
大 阪 市 2,516,543 6 241 1.0 171 0.7 0 0.00 71.0 0.0
堺 市 833,694 6 2,917 35.0 2,658 31.9 7 0.08 91.1 0.3

神 戸 市 1,505,111 13 3,653 24.3 3,205 21.3 18 0.12 87.7 0.6
広 島 市 1,149,478 14 2,985 26.0 2,775 24.1 43 0.37 93.0 1.5
北九州市 982,836 19 4,183 42.6 3,798 38.6 18 0.18 90.8 0.5
福 岡 市 1,375,292 23 4,065 29.6 3,772 27.4 17 0.12 92.8 0.5
合 計 127,066,178 1,667 348,129 30.1 313,124 27.1 1,816 0.15 89.14 0.58

前 年 計 127,053,471 1,667 350,353 30.2 315,964 27.3 1,849 0.16 89.5 0.6
資料：１　平成19・20年度の人口は住民基本台帳人口による（総務庁統計局）。

        ２　精神科病院数、精神病床数及び在院患者数は平成21年度病院報告による。（在院患者数は、在院延患者数を365で除したものを使用。）

        ３　措置入院者数は国立精神・神経センター精神保健研究所、精神・障害保健課調べ。(暫定値）



（４）入院形態別実地審査状況－①
平成21年度

北 海 道 81 32 205 0 318 81 32 205 0 318 0 0 0 0 0
青 森 190 29 252 0 471 190 29 252 0 471 0 0 0 0 0
岩 手 57 20 80 0 157 49 12 63 0 124 0 0 0 0 0
宮 城 26 2 40 3 71 26 2 40 3 71 0 0 0 0 0
秋 田 93 12 135 0 240 93 12 135 0 240 0 0 0 0 0
山 形 85 16 138 0 239 85 14 138 0 237 0 0 0 0 0
福 島 0 23 157 0 180 0 15 129 0 144 0 0 0 0 0
茨 城 0 20 93 0 113 0 20 93 0 113 0 1 1 0 2
栃 木 0 23 54 0 77 0 23 54 0 77 0 0 0 0 0
群 馬 29 7 133 0 169 29 7 133 0 169 0 0 0 0 0
埼 玉 76 65 64 0 205 76 65 64 0 205 0 0 0 0 0
千 葉 13 38 36 0 87 13 37 36 0 86 0 0 0 0 0
東 京 0 30 76 0 106 0 0 0 0 0 0 1 0 0 1
神 奈 川 29 15 121 0 165 29 11 89 0 129 0 0 0 0 0
新 潟 0 15 218 0 233 0 13 218 0 231 0 0 0 0 0
富 山 64 16 110 0 190 64 16 110 0 190 4 0 3 0 7
石 川 15 18 54 0 87 15 14 54 0 83 0 0 0 0 0
福 井 5 8 62 0 75 5 8 62 0 75 0 0 0 0 0
山 梨 73 10 130 0 213 73 10 130 0 213 7 1 2 0 10
長 野 49 75 84 0 208 49 56 84 0 189 0 0 0 0 0
岐 阜 33 16 47 0 96 33 16 47 0 96 0 0 0 0 0
静 岡 0 14 34 0 48 0 8 34 0 42 0 0 0 0 0
愛 知 4 36 67 0 107 0 8 16 0 24 0 0 0 0 0
三 重 63 15 155 0 233 63 15 155 0 233 0 0 0 0 0
滋 賀 1 5 33 0 39 1 5 33 0 39 0 0 0 0 0
京 都 0 2 18 0 20 0 2 18 0 20 0 0 0 0 0
大 阪 0 9 53 0 62 0 0 53 0 53 0 0 0 0 0
兵 庫 0 22 68 0 90 0 5 42 0 47 0 0 0 0 0
奈 良 19 8 18 0 45 19 8 18 0 45 0 0 1 0 1
和 歌 山 0 0 0 0 0 1 5 19 0 25 0 0 0 0 0
鳥 取 16 11 27 0 54 16 9 27 0 52 0 0 0 0 0
島 根 0 11 32 0 43 0 0 32 0 32 0 0 0 0 0
岡 山 18 3 20 0 41 18 3 20 0 41 0 0 0 0 0
広 島 0 62 151 0 213 0 53 151 0 204 0 0 0 0 0
山 口 15 7 77 0 99 15 7 77 0 99 0 0 0 0 0
徳 島 16 21 42 0 79 16 21 42 0 79 0 0 0 0 0
香 川 8 12 70 0 90 8 12 70 0 90 0 0 0 0 0
愛 媛 73 14 88 0 175 73 14 88 0 175 0 0 0 0 0
高 知 38 10 85 0 133 38 10 85 0 133 0 0 0 0 0
福 岡 0 14 0 0 14 44 50 217 0 311 0 0 0 0 0
佐 賀 19 27 161 0 207 19 27 161 0 207 0 0 0 0 0
長 崎 55 21 47 0 123 55 12 47 0 114 0 0 0 0 0
熊 本 9 48 55 0 112 9 48 55 0 112 0 0 0 0 0
大 分 33 94 10 0 137 33 94 10 0 137 0 0 0 0 0
宮 崎 0 6 50 0 56 0 6 50 0 56 0 0 0 0 0
鹿 児 島 117 50 229 0 396 117 50 229 0 396 0 0 0 0 0
沖 縄 31 31 50 0 112 31 27 50 0 108 0 0 0 0 0
札 幌 市 11 14 112 0 137 11 12 112 0 135 0 0 0 0 0
仙 台 市 0 1 0 0 1 35 1 48 0 84 0 0 0 0 0
さいたま 3 2 16 0 21 3 0 16 0 19 0 0 0 0 0
千 葉 市 2 11 22 0 35 0 9 22 0 31 0 0 0 0 0
横 浜 市 0 6 71 0 77 0 0 29 0 29 0 0 0 0 0
川 崎 市 3 4 15 0 22 3 4 15 0 22 0 0 0 0 0
新 潟 市 10 4 10 0 24 10 4 10 0 24 0 0 0 0 0
静 岡 市 0 8 12 0 20 0 6 12 0 18 0 0 0 0 0
浜 松 市 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
名古屋市 0 36 22 0 58 0 15 22 0 37 0 0 0 0 0
京 都 市 15 11 14 0 40 15 4 14 0 33 1 2 0 0 3
大 阪 市 0 5 0 0 5 4 1 6 0 11 0 0 0 0 0
堺 市 1 5 21 0 27 1 5 21 0 27 0 0 0 0 0
神 戸 市 0 5 25 0 30 0 1 25 0 26 0 0 0 0 0
広 島 市 6 28 99 0 133 6 28 99 0 133 0 0 0 0 0
岡 山 市 0 8 22 0 30 0 5 19 0 24 0 0 0 0 0
北九州市 0 22 35 0 57 0 8 35 0 43 0 0 0 0 0
福 岡 市 0 33 28 0 61 0 15 28 0 43 0 0 0 0 0
合 計 1,504 1,246 4,453 3 7,206 1,574 1,029 4,468 3 7,074 12 5 7 0 24

資料：精神・障害保健課調

実地審査の実施件数 実地指導と同日に行った件数 審査の結果処遇改善命令

合計
任意
入院

措置
入院

医療
保護

任意
入院

措置
入院

医療
保護

応急
入院

医療
保護

応急
入院

合計
応急
入院

合計
任意
入院

措置
入院



（４）入院形態別実地審査状況－②
平成21年度

北 海 道 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
青 森 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
岩 手 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 1 0 3
宮 城 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
秋 田 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
山 形 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
福 島 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
茨 城 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
栃 木 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
群 馬 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
埼 玉 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
千 葉 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
東 京 0 0 2 0 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
神 奈 川 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
新 潟 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
富 山 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
石 川 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
福 井 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
山 梨 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
長 野 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
岐 阜 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
静 岡 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 1
愛 知 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
三 重 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
滋 賀 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
京 都 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
大 阪 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3 9 0 12
兵 庫 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
奈 良 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 0 2
和 歌 山 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
鳥 取 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
島 根 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
岡 山 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
広 島 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
山 口 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
徳 島 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
香 川 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
愛 媛 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
高 知 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
福 岡 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 20 0 1 0 21
佐 賀 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
長 崎 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
熊 本 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
大 分 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
宮 崎 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
鹿 児 島 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
沖 縄 0 1 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
札 幌 市 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
仙 台 市 1 0 1 0 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
さいたま 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
千 葉 市 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
横 浜 市 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
川 崎 市 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
新 潟 市 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
静 岡 市 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
浜 松 市 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
名古屋市 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
京 都 市 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 1 0 3
大 阪 市 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
堺 市 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
神 戸 市 0 2 1 0 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
広 島 市 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
岡 山 市 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
北九州市 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
福 岡 市 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
合 計 1 3 4 0 8 0 0 0 0 0 20 9 13 0 42

資料：精神・障害保健課調

任意
入院

措置
入院

医療
保護

審査の結果退院命令 精神医療審査会からの審査要請 精神医療審査会への情報伝達
任意
入院

措置
入院

医療
保護

応急
入院

合計
任意
入院

措置
入院

応急
入院

合計
医療
保護

応急
入院

合計



７．精神障害者保健福祉手帳関係
（１）精神障害者保健福祉手帳交付状況

       （平成22年3月末現在）

年度末 有効期限 差引 年度末 有効期限 差引 年度末 有効期限 差引 年度末 有効期限 差引
現在 切れ 現在 切れ 現在 切れ 現在 切れ

全　国 107,577 15,859 91,718 380,865 45,818 335,047 138,768 21,219 117,549 627,210 82,896 544,314

北海道 3,159 502 2,657 19,333 1,645 17,688 8,573 733 7,840 31,065 2,880 28,185

青　森 3,535 146 3,389 4,192 216 3,976 761 38 723 8,488 400 8,088

岩　手 2,385 153 2,232 2,819 170 2,649 877 51 826 6,081 374 5,707

宮　城 2,522 42 2,480 5,452 104 5,348 2,249 35 2,214 10,223 181 10,042

秋　田 942 73 869 2,802 165 2,637 746 47 699 4,490 285 4,205

山　形 2,598 704 1,894 2,276 529 1,747 739 183 556 5,613 1,416 4,197

福　島 1,500 175 1,325 4,913 493 4,420 1,387 127 1,260 7,800 795 7,005

茨　城 1,935 68 1,867 5,267 175 5,092 2,662 86 2,576 9,864 329 9,535

栃　木 1,197 59 1,138 3,742 185 3,557 1,660 65 1,595 6,599 309 6,290

群　馬 3,300 304 2,996 2,888 340 2,548 791 86 705 6,979 730 6,249

埼　玉 2,643 169 2,474 17,017 1,007 16,010 6,588 470 6,118 26,248 1,646 24,602

千　葉 5,248 1,349 3,899 15,656 3,062 12,594 5,761 1,278 4,483 26,665 5,689 20,976

東　京 8,737 3,345 5,392 39,244 14,110 25,134 22,154 7,568 14,586 70,135 25,023 45,112

神奈川 7,328 1,226 6,102 27,100 2,761 24,339 14,819 1,876 12,943 49,247 5,863 43,384

新　潟 1,823 259 1,564 8,446 814 7,632 953 115 838 11,222 1,188 10,034

富　山 668 282 386 3,055 633 2,422 868 245 623 4,591 1,160 3,431

石　川 683 32 651 3,239 132 3,107 484 24 460 4,406 188 4,218

福　井 279 12 267 2,312 111 2,201 868 71 797 3,459 194 3,265

山　梨 1,291 89 1,202 3,447 175 3,272 453 56 397 5,191 320 4,871

長　野 6,435 1,077 5,358 5,776 1,013 4,763 1,118 274 844 13,329 2,364 10,965

岐　阜 2,408 13 2,395 5,324 17 5,307 1,180 9 1,171 8,912 39 8,873

静　岡 1,508 268 1,240 8,524 930 7,594 4,171 642 3,529 14,203 1,840 12,363

愛　知 3,255 55 3,200 22,591 227 22,364 8,591 298 8,293 34,437 580 33,857

三　重 971 40 931 5,129 258 4,871 1,708 80 1,628 7,808 378 7,430

滋　賀 473 45 428 3,596 251 3,345 1,422 177 1,245 5,491 473 5,018

京　都 2,162 318 1,844 8,148 1,009 7,139 5,206 857 4,349 15,516 2,184 13,332

大　阪 8,705 623 8,082 32,321 1,780 30,541 9,807 591 9,216 50,833 2,994 47,839

兵　庫 3,718 167 3,551 16,636 600 16,036 4,849 186 4,663 25,203 953 24,250

奈　良 840 292 548 3,140 558 2,582 565 186 379 4,545 1,036 3,509

和歌山 624 84 540 2,251 68 2,183 1,680 101 1,579 4,555 253 4,302

鳥　取 786 104 682 3,274 346 2,928 348 42 306 4,408 492 3,916

島　根 800 37 763 2,146 83 2,063 690 25 665 3,636 145 3,491

岡　山 1,186 117 1,069 5,146 330 4,816 676 41 635 7,008 488 6,520

広　島 2,871 149 2,722 14,245 690 13,555 2,354 106 2,248 19,470 945 18,525

山　口 3,511 805 2,706 4,534 982 3,552 1,441 359 1,082 9,486 2,146 7,340

徳　島 1,019 69 950 1,707 20 1,687 515 18 497 3,241 107 3,134

香　川 390 22 368 2,242 81 2,161 593 24 569 3,225 127 3,098

愛　媛 770 11 759 4,274 395 3,879 680 143 537 5,724 549 5,175

高　知 245 18 227 2,091 110 1,981 519 24 495 2,855 152 2,703

福　岡 2,810 791 2,019 17,033 3,219 13,814 7,637 2,027 5,610 27,480 6,037 21,443

佐　賀 365 44 321 2,383 242 2,141 659 65 594 3,407 351 3,056

長　崎 1,074 144 930 4,888 418 4,470 1,426 114 1,312 7,388 676 6,712

熊　本 3,903 166 3,737 7,060 496 6,564 653 49 604 11,616 711 10,905

大　分 447 27 420 3,408 155 3,253 1,236 111 1,125 5,091 293 4,798

宮　崎 393 16 377 2,803 111 2,692 1,190 33 1,157 4,386 160 4,226

鹿児島 593 325 268 7,831 2,372 5,459 2,246 873 1,373 10,670 3,570 7,100

沖　縄 3,542 1,043 2,499 9,164 2,230 6,934 2,215 610 1,605 14,921 3,883 11,038

指定都市（再掲）        

札　幌　市 990 72 918 8,543 379 8,164 5,135 271 4,864 14,668 722 13,946

仙　台　市 1,462 27 1,435 3,139 73 3,066 1,191 22 1,169 5,792 122 5,670

さいたま市 536 78 458 3,223 392 2,831 1,301 239 1,062 5,060 709 4,351

千　葉　市 893 14 879 2,165 136 2,029 642 32 610 3,700 182 3,518

横　浜　市 2,452 97 2,355 10,627 318 10,309 6,769 281 6,488 19,848 696 19,152

川　崎　市 895 68 827 3,531 181 3,350 1,981 77 1,904 6,407 326 6,081

新　潟　市 703 43 660 2,546 123 2,423 240 21 219 3,489 187 3,302

静　岡　市 277 111 166 1,638 370 1,268 951 177 774 2,866 658 2,208

浜　松　市 436 62 374 2,250 240 2,010 809 106 703 3,495 408 3,087

名古屋市 1,282 47 1,235 8,598 151 8,447 3,234 152 3,082 13,114 350 12,764

京　都　市 1,553 231 1,322 5,848 718 5,130 3,530 637 2,893 10,931 1,586 9,345

大　阪　市 2,422 46 2,376 10,969 194 10,775 4,272 72 4,200 17,663 312 17,351

堺　　　市 1,439 225 1,214 4,050 454 3,596 912 144 768 6,401 823 5,578

神　戸　市 720 27 693 6,221 161 6,060 2,022 71 1,951 8,963 259 8,704

岡　山　市 482 71 411 2,233 165 2,068 253 25 228 2,968 261 2,707

広　島　市 1,595 70 1,525 6,350 300 6,050 852 38 814 8,797 408 8,389

北九州市 1,094 753 341 5,309 2,772 2,537 2,726 1,587 1,139 9,129 5,112 4,017

福　岡　市 553 9 544 4,471 152 4,319 2,134 121 2,013 7,158 282 6,876

出典：衛生行政報告例

１  　級 ２  　級 ３  　級 合  　計



都道府県名 主　　な　　サ　　ー　　ビ　　ス　　の　　内　　容

北海道 公共施設利用料の減免、医療費助成制度（1級）

青森県
県有施設等の使用料の免除・減免、県バス協会加盟民間及び市営バスの県内路線バス運賃割引、県内民間鉄道（ＪＲ及
び青い森鉄道を除く）３社の鉄道運賃割引制度、１級所持者の医療費助成、県営住宅優先入居

岩手県
公共施設等の利用料の減免、県営住宅優先入居、一部県内タクシー券交付・公営バス運賃減免（一部地域）、通所交通
費助成（一部）、健康診査・がん検診料免除（一部）

宮城県
公共施設等の利用料の割引、県営住宅の一般向住宅の入居申込者に対する抽選での優遇、若しくは特別割当住宅への
申込、一般路線バス運賃の割引

秋田県 公共施設等の利用料の無料・割引、県内民営バス４社運賃割引

山形県 医療費助成（１級）、県営住宅優先抽選、公共施設利用料の減免、県内民営バス５社運賃割引

福島県
県立施設の利用料減免、医療費助成制度（１級、２・３級かつ身体障害者手帳又は療育手帳所持）、県内民営バス５社・会
津鉄道の運賃割引

茨城県 県立施設等の入館料等の減免、県内民営バス２社運賃割引、県営住宅の優先入居（１、２級）

栃木県 県立施設等の利用料金の割引、野岩鉄道の運賃割引

群馬県 公共施設の利用料の減免、私営鉄道（上毛電鉄、上信電鉄）の運賃割引、一部私営バスの運賃割引

埼玉県 公営住宅優先入居、公共施設使用料等の減免

千葉県
公共施設等の入園料等の減免、県営住宅の入居申込者に対する抽選での優遇（１、２級）、県営水道料金の一部免除（１
級）

東京都
都営住宅の優先入居・特別減額、都立施設使用料無料、都営交通乗車証の発行、都内路線バス運賃割引、都立公園内
駐車場の無料利用、一部タクシー運賃割引

神奈川県
県営住宅優先入居・家賃減免、タクシー券の交付（一部市町村）、公共施設利用料金免除、県営水道料金の減免、在宅重
度障害者等手当（身体・知的障害との重度重複の方に限る）

新潟県 県立８施設の利用料の免除

富山県 県立施設等の個人利用料金の減免（専用利用を除く）、私営鉄道（JR除く）、私営バスの運賃割引、県営住宅優先入居

石川県 一部バス・タクシーの運賃割引、公共施設等利用料の免除・割引

福井県 県立施設等の入場料の免除・減免、医療費助成制度（１級、２級）、私営鉄道（ＪＲ除く）、市営バスの運賃割引

山梨県 県有施設の無料・割引、医療費助成制度（１、２級）、公営住宅の優先入居、タクシー利用券の交付（一部市町村実施）

長野県
県立施設の利用料等の減免、県営住宅の家賃の減免及び優先入居（単身も可）、医療費助成制度（１級、２級）、バス運賃
割引

岐阜県
県有施設の利用料の減免、免除、医療費助成制度（１、２級）、県営住宅の優先入居（１、２級）、県バス協会加盟バスの運
賃割引

静岡県
県バス協会加盟バス運賃割引、一部県内私営鉄道運賃割引、タクシー券交付（県内一部を除く）、県立施設等の利用料の
減免、県営住宅の入居条件の優遇

愛知県 公共住宅の優先入居・家賃の軽減、公共施設等の利用料免除・軽減、医療費助成制度（１、２級）

三重県 県立施設等の利用料免除・減額、県営住宅の優先選考（１、２級）、バス・タクシー運賃割引、医療費助成制度（1級）

滋賀県
自立支援医療（精神通院）自己負担分の助成（精神手帳１・２級）、公共施設の利用料減免、県営住宅入居抽選優先倍率
適用

京都府 公共施設の利用料減免、府営住宅の優先入居

大阪府 公共施設の利用料減免、府営住宅の福祉世帯向け応募、一部府内バス・タクシー料金の減免

兵庫県 県立施設等の利用料の減免、県営住宅の優先入居（１、２級）、医療費助成制度（１級）

奈良県 県立施設等の利用料の免除、民営バス運賃割引（バス会社独自サービス）、県営住宅自動車駐車場料金免除

和歌山県
県有施設入場料・使用料の無料・減免、県営住居・入居所得基準の優遇（１、２級）、県営住宅優先抽選、県営駐車場の使
用料の減免、県立医科大学付属病院受診時の駐車場使用料免除

鳥取県 県立施設等の利用料の減免、県内路線バスの運賃割引、医療費助成制度（１級）、県営住居入居優遇制度

島根県 県立施設等の利用料の免除・減免、県営住居入居優遇制度

（２）地方自治体における精神障害者保健福祉手帳に基づく主なサービス一覧

平成２２年１２月末現在



（２）地方自治体における精神障害者保健福祉手帳に基づく主なサービス一覧

平成２２年１２月末現在

岡山県 公共施設等の利用料の減免、路線バス運賃の減免、ＪＲ以外の一部私鉄の運賃の減免、県営住宅優先入居

広島県 路線バス、鉄道（ＪＲ除く）の運賃割引、県立施設等利用料の減免、県営住宅入居当選率の優遇（１、２級）

山口県
公共施設利用料の減免、県内有料道路通行料金助成、県内バス運賃割引、医療費助成（１級）、県営住宅入居抽選にお
ける優遇

徳島県 路線バス運賃の減免、公共施設の利用料減免、県営住宅優先入居

香川県 県立施設入園料等の免除・減免、タクシー（一部を除く)10%割引

愛媛県 県公共施設利用料の減免、県営住宅への優先入居、パーキングパーミット制度に基づく利用証の交付

高知県 県立施設利用料の免除・減免、県営住宅の優先入居、土佐くろしお鉄道運賃割引、一部タクシー運賃10％割引

福岡県 県立施設等の利用料の減免、県営住宅の優先入居、県内第三セク鉄道２社の運賃割引制度、医療費助成制度（1級）

佐賀県
公共施設等の利用料割引、県内３社県外１社の県内路線バス運賃割引、県営住宅入居当選率の優遇、タクシー（一部を
除く）10％割引

長崎県
公共施設の利用料減免、県内バス運賃割引、県内路面電車運賃割引、タクシー（一部を除く）１０％割引、九州商船（一部
航路）運賃割引、公営住宅の優先入居

熊本県
県内バス・電車運賃割引（１～３級）（熊本市内在住者のバス・市電運賃の割引）、医療費助成（１級）、県立施設使用料等
の免除、県営住宅入居時抽選の倍率優遇、県立劇場主催事業の割引

大分県 公共施設の一部利用料減免、医療費助成（１級）、県営住宅入居抽選時の優遇

宮崎県 路線バス運賃割引、公営住宅の優先入居、県立施設の利用料減免

鹿児島県
県立施設等の使用料等減免・免除、県営住宅入居優先制度（１階）、肥薩おれんじ鉄道利用割引（１級）、コミュニティバス
等の割引、タクシー（一部を除く）10％割引、鹿児島県身体障害者用駐車場利用制度（１級）

沖縄県 公共施設等の利用料の免除・割引、モノレール、路線バスの運賃割引

指定都市名 主　　な　　サ　　ー　　ビ　　ス　　の　　内　　容

札幌市
公共施設の使用料等の減免、交通費助成（タクシー利用券、バス・地下鉄乗車券、自家用車燃料券の３つから選択）、医
療費助成（１級）

仙台市
交通費助成（タクシー利用券、バス・地下鉄乗車証、自家用車燃料費助成券の３つから選択交付）、市営駐車場料金一部
割引、市営住宅入居申込時の優遇措置、公共施設の使用料等の免除

さいたま市
公共施設の使用料減免、市営住宅の抽選における優遇措置、手帳申請時の診断書料助成、医療費助成制度（１、２級か
つ６５歳以上で後期高齢者医療加入者）、福祉手当（１，２級）

千葉市
通所交通費助成、福祉タクシー利用券（１級）、自動車燃料費助成（１級）、市営住宅入居の優遇措置（１，２級）、公共施設
の利用料免除、医療費助成（１級）、福祉手当（１級）、路線バス運賃割引、上下水道料金の減免（１級）

横浜市
水道料金等の減免、バス・地下鉄等特別乗車券（無料パス）の交付、住み替え家賃助成、民間住宅あんしん入居（保証人
がいない方に対しての民間住宅への入居支援）、市営住宅入居優遇

川崎市
市営住宅入居優遇制度、市内運行バス特別乗車証等の交付、公営施設等の入場料割引、タクシー10％割引、居住支援
制度(保証人がいない方に対しての民間住宅の入居支援）

相模原市
福祉手当支給、交通費助成（タクシー券・ガソリン券）【１，２級】、医療費助成【１，２級】、公共施設等の利用料優遇、公共
下水道使用料減免【１級】、市営駐輪場の割引、市営駐車場の割引【１級】、市営住宅入居優遇

新潟市
市立施設の利用料・入場料の減免、市営住宅の入居抽選の優遇（1、2級）、精神科入院医療費の助成（1,2級、所得制限
あり）、区バスの運賃割引

静岡市
交通費助成（市内バス電車又はＪＲ乗車券の交付）、市内バス電車の運賃割引、市立施設のうち減免規定のある施設で
入場料等を減免

浜松市
交通費助成（バス・電車券、タクシー券、ガソリン券等から選択交付）、市立施設のうち減免規定のある施設で入場料等を
減免

名古屋市
福祉特別乗車券の交付（市バス、地下鉄）、福祉タクシー利用券（１級）、市営住宅の入居、市営施設等利用料の免除・割
引、資源やごみの排出支援、障害者医療費助成（１、２級、所得制限あり）、障害者自立支援配食サービス

京都市
公共施設の利用料減免、福祉乗車証（市バス、市営地下鉄、一部民営バス）、市営住宅の優先選考（１、２級）、自立支援
医療負担額の軽減

大阪市 市営交通運賃の免除・割引、上下水道料金の減免（１級）、市内文化施設への入場優待

堺市 市立施設等の利用料の減免、手帳申請時の診断書料助成（市民税非課税世帯の方）、コミュニティバスの割引

神戸市
福祉乗車証（市内公共交通機関）、公共施設入館料の減免、障害者用駐車券（１級）、市立駐輪場の割引、障害者特別給
付金（１、２級、制度的無年金者、所得制限あり）、重度障害者医療費助成（１級、所得制限あり）

岡山市
市立施設等の利用料等の減免、市営住宅入居抽選時の優遇措置、路線バス運賃の割引、市内中心部の路面電車運賃
の割引

広島市
バス・市内電車の運賃の割引、公共交通機関利用助成（所得制限）、福祉タクシー利用助成（１級、所得制限）、上下水道
料金の減免（１、２級）、市立施設利用料の減免、大型ごみ排出支援（単身者）、自動車運転免許取得助成、市営駐車場等
の駐車料金の減免（1級）、市営駐輪場の駐輪料金の減免、市営住宅の入居抽選の優遇（１,2級）

北九州市
公営住宅専用募集枠、市営バス福祉優待乗車証、市営渡船運賃割引、公共施設利用料減免、障害者あんしん法律相
談、自動車運転免許取得助成、タクシー利用券（１級）、モノレール乗車券割引

福岡市 市営住宅の優遇措置及び家賃の減免、市立施設等の利用料の減免、市営地下鉄運賃の助成、医療費助成（１級）



８．精神保健福祉全国大会の開催実績及び今後の予定

第１回（昭和２８年） 東 京 都 第31回（昭和５８年） 静 岡 県

第２回（昭和２９年） 〃 第32回（昭和５９年） 新 潟 県

第３回（昭和３０年） 〃 第33回（昭和６０年） 広 島 県

第４回（昭和３１年） 〃 第34回（昭和６１年） 青 森 県

第５回（昭和３２年） 〃 第35回（昭和６２年） 京 都 府

第６回（昭和３３年） 〃 第36回（昭和６３年） 茨 城 県

第７回（昭和３４年） 〃 第37回（平成 元年） 宮 崎 県

第８回（昭和３５年） 〃 第38回（平成 ２年） 北 海 道

第９回（昭和３６年） 大 阪 府 第39回（平成 ３年） 高 知 県

第10回（昭和３７年） 神奈川県 第40回（平成 ４年） 神奈川県

第11回（昭和３８年） 福 岡 県 第41回（平成 ５年） 大 阪 府

第12回（昭和３９年） 宮 城 県 第42回（平成 ６年） 岡 山 県

第13回（昭和４０年） 愛 知 県 第43回（平成 ７年） 岩 手 県

第14回（昭和４１年） 北 海 道 第44回（平成 ８年） 岐 阜 県

第15回（昭和４２年） 東 京 都 第45回（平成 ９年） 佐 賀 県

第16回（昭和４３年） 兵 庫 県 第46回（平成１０年） 新 潟 県

第17回（昭和４４年） 広 島 県 第47回（平成１１年） 三 重 県

第18回（昭和４５年） 新 潟 県 第48回（平成１２年） 鹿児島県

第19回（昭和４６年） 愛 媛 県 第49回（平成１３年） 長 野 県

第20回（昭和４７年） 熊 本 県 第50回（平成１４年） 東 京 都

第21回（昭和４８年） 石 川 県 第51回（平成１５年） 兵 庫 県

第22回（昭和４９年） 東 京 都 第52回（平成１６年） 長 崎 県

第23回（昭和５０年） 福 島 県 第53回（平成１７年） 岩 手 県

第24回（昭和５１年） 北 海 道 第54回（平成１８年） 千 葉 県

第25回（昭和５２年） 島 根 県 第55回（平成１９年） 富 山 県

第26回（昭和５３年） 香 川 県 第56回（平成２０年） 和歌山県

第27回（昭和５４年） 大 阪 府 第57回（平成２１年） 秋 田 県

第28回（昭和５５年） 神奈川県 第58回（平成２２年） 沖 縄 県

第29回（昭和５６年） 福 岡 県 第59回（平成２３年） 福 井 県

第30回（昭和５７年） 北 海 道 第60回（平成２４年） 宮 崎 県



９．障害程度区分認定状況調査における障害程度区分の分布状況（全国データ）

全国の平成２１年１０月から平成２２年９月までの１年間の障害程度区分判定結果として
市町村から報告いただいた、約２０．６万件について、データをとりまとめました。

・平成２２年度障害程度区分認定状況調査（平成２１年１０月～平成２２年９月）

全体 非該当 区分１ 区分２ 区分３ 区分４ 区分５ 区分６ 二次判定上位区分変更率

0.1% 6.9% 20.3% 22.8% 17.3% 14.0% 18.6% 38.2%

身体 非該当 区分１ 区分２ 区分３ 区分４ 区分５ 区分６ 二次判定上位区分変更率

0.1% 5.4% 16.3% 18.2% 13.6% 15.1% 31.3% 21.0%

知的 非該当 区分１ 区分２ 区分３ 区分４ 区分５ 区分６ 二次判定上位区分変更率

0.0% 4.4% 14.6% 22.2% 21.9% 17.5% 19.4% 45.9%

精神 非該当 区分１ 区分２ 区分３ 区分４ 区分５ 区分６ 二次判定上位区分変更率

0.3% 14.8% 39.0% 30.5% 10.1% 3.2% 2.0% 50.8%

（参考）

・平成２１年度障害程度区分認定状況調査（平成２０年１０月～平成２１年９月）

全体 非該当 区分１ 区分２ 区分３ 区分４ 区分５ 区分６ 二次判定上位区分変更率

0.1% 7.5% 20.8% 22.8% 17.1% 13.5% 18.2% 38.6%

・平成２０年度障害程度区分認定状況調査（平成１９年１０月～平成２０年９月）

全体 非該当 区分１ 区分２ 区分３ 区分４ 区分５ 区分６ 二次判定上位区分変更率

0.2% 6.4% 18.5% 20.5% 14.8% 15.1% 24.5% 41.5%

・平成１９年度障害程度区分認定状況調査（平成１８年１０月～平成１９年９月）

全体 非該当 区分１ 区分２ 区分３ 区分４ 区分５ 区分６ 二次判定上位区分変更率

0.3% 8.3% 22.5% 25.0% 17.4% 12.3% 14.0% 41.4%

・平成１８年度障害程度区分認定状況調査（平成１８年４月～９月）

全体 非該当 区分１ 区分２ 区分３ 区分４ 区分５ 区分６ 二次判定上位区分変更率

0.3% 10.5% 23.0% 23.9% 15.5% 10.6% 16.1% 35.1%



一次判定×二次判定のクロス集計結果から見る判定変更件数と上位変更割合（2010年度報告データ収集業務）

・各セル色の説明 変更なし 上位変更 下位変更 上位変更率

■全体

二次判定

一次判定

非該当 区分１ 区分２ 区分３ 区分４ 区分５ 区分６ 合計件数
上位区分
変 更 率

判定変更
（上位区分）

判定変更
（下位区分）

判定変更
（全体）

非該当 243 842 125 24 6 2 2 1,244 80.5% 1,001 0 1,001 

区分１ 8 13,366 9,384 1,817 183 8 2 24,768 46.0% 11,394 8 11,402 

区分２ 5 114 32,400 21,456 3,566 217 26 57,784 43.7% 25,265 119 25,384 

区分３ 2 1 82 23,820 18,451 3,494 192 46,042 48.1% 22,137 85 22,222 

区分４ 0 0 5 49 13,413 10,026 1,380 24,873 45.9% 11,406 54 11,460 

区分５ 0 0 1 3 111 14,990 7,740 22,845 33.9% 7,740 115 7,855 

区分６ 2 0 0 3 11 268 29,036 29,320 0.0% 0 284 284 

合計件数 260 14,323 41,997 47,172 35,741 29,005 38,378 206,876 38.2% 78,943 665 79,608 

割合 0.1% 6.9% 20.3% 22.8% 17.3% 14.0% 18.6% 100.0%

■身体

二次判定

一次判定

非該当 区分１ 区分２ 区分３ 区分４ 区分５ 区分６ 合計件数
上位区分
変 更 率

判定変更
（上位区分）

判定変更
（下位区分）

判定変更
（全体）

非該当 101 293 35 8 3 1 2 443 77.2% 342 0 342 

区分１ 5 4,313 1,635 227 12 0 1 6,193 30.3% 1,875 5 1,880 

区分２ 2 47 12,392 4,206 457 21 3 17,128 27.4% 4,687 49 4,736 

区分３ 2 1 57 11,269 4,141 451 19 15,940 28.9% 4,611 60 4,671 

区分４ 0 0 3 23 7,086 2,763 252 10,127 29.8% 3,015 26 3,041 

区分５ 0 0 1 1 63 9,639 3,651 13,355 27.3% 3,651 65 3,716 

区分６ 2 0 0 1 5 161 23,090 23,259 0.0% 0 169 169 

合計件数 112 4,654 14,123 15,735 11,767 13,036 27,018 86,445 21.0% 18,181 374 18,555 

割合 0.1% 5.4% 16.3% 18.2% 13.6% 15.1% 31.3% 100.0%

■知的

二次判定

一次判定

非該当 区分１ 区分２ 区分３ 区分４ 区分５ 区分６ 合計件数
上位区分
変 更 率

判定変更
（上位区分）

判定変更
（下位区分）

判定変更
（全体）

非該当 54 165 23 3 1 0 1 247 78.1% 193 0 193 

区分１ 3 4,876 3,454 612 65 3 2 9,015 45.9% 4,136 3 4,139 

区分２ 0 39 13,448 11,890 2,293 153 25 27,848 51.6% 14,361 39 14,400 

区分３ 0 0 20 13,122 15,057 3,179 185 31,563 58.4% 18,421 20 18,441 

区分４ 0 0 2 28 7,890 8,615 1,303 17,838 55.6% 9,918 30 9,948 

区分５ 0 0 0 1 72 8,139 6,126 14,338 42.7% 6,126 73 6,199 

区分６ 0 0 0 1 5 155 14,776 14,937 0.0% 0 161 161 

合計件数 57 5,080 16,947 25,657 25,383 20,244 22,418 115,786 45.9% 53,155 326 53,481 

割合 0.0% 4.4% 14.6% 22.2% 21.9% 17.5% 19.4% 100.0%

■精神

二次判定

一次判定

非該当 区分１ 区分２ 区分３ 区分４ 区分５ 区分６ 合計件数
上位区分
変 更 率

判定変更
（上位区分）

判定変更
（下位区分）

判定変更
（全体）

非該当 94 408 73 16 3 1 0 595 84.2% 501 0 501 

区分１ 0 4,851 4,868 1,149 120 5 0 10,993 55.9% 6,142 0 6,142 

区分２ 3 33 8,967 7,564 1,234 75 4 17,880 49.6% 8,877 36 8,913 

区分３ 0 0 9 2,140 1,716 272 9 4,146 48.2% 1,997 9 2,006 

区分４ 0 0 0 3 538 351 41 933 42.0% 392 3 395 

区分５ 0 0 1 1 2 429 193 626 30.8% 193 4 197 

区分６ 0 0 0 2 2 4 480 488 0.0% 0 8 8 

合計件数 97 5,292 13,918 10,875 3,615 1,137 727 35,661 50.8% 18,102 60 18,162 

割合 0.3% 14.8% 39.0% 30.5% 10.1% 3.2% 2.0% 100.0%
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